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第１章 緒論 
 
1.1 研究の背景 
近年，製造業の生産現場においては，様々な「揺らぎ」が生じている．「揺らぎ」とは，
当初予定の生産計画（品質，価格，納期など）とのズレ，つまり誤差である． 
生産現場における「揺らぎ」の発生原因は様々であるが，自社である程度コントロール
できる「内的」な要因と，自社単独では到底コントロールできない「外的」な要因に大別
される（Fig.1.1 参照）．前者には，機械の故障，不良品発生による製品歩留まりの低下，
難易度や熟練度の差によって生ずる工程間のバラツキ（いわゆる『ボトルネック工程』の
発生），改善のための新技術の開発・導入による生産方法の変更等が挙げられる． 
また，後者には，市場ニーズの多様化，それに伴う販売市場からの多品種少量生産の恒
常的な要求，景気変動，政治・国際情勢，法税制や業界規制等のルール改定，取引先の事
情に伴う受注量変動，取引先からの特急注文等による生産計画の変更等が挙げられる． 
Fig.1.1 製造業における「生産の揺らぎ」の例 
 
とくに，地方に生産拠点を有し，東京や大阪など大都市圏の販売市場へ様々な生産財
（機械，部品類など）を供給するわが国の大多数の中小製造業にとっては，常にこうした
「生産の揺らぎ」を抱えながら日々の企業活動に取り組んでいる．地方の中小製造業にとっ
ては，例え「揺らぎ」の発生原因が自社でコントロールできない「外的」な要因であって
も，それを決して放置するのではなく，そのダメージを最小化すべく，様々な工夫に取り
組んでいる． 
市場ニーズ変化
外的要因
景気変動
取引交渉
技術熟練度のバラツキ
内的要因
新技術開発・導入
生産計画変更
ボトルネック工程
機械の故障、不良品の発生
製品歩留まり
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 本研究は，こうした地方の中小製造業が抱える「生産の揺らぎ」にフォーカスする．
「揺らぎ」の発生原因を「外的」なものと「内的」なものに区分し，さらに各々の区分につ
いて既存製品（既に市場で販売されている製品）の場合と新製品（これから製品開発を行
うもの）の場合の２通り，つまり計４通りのケースに分けて考察する． 
なお，地方の中小製造業においては，市場ニーズの高い製品群に絞って新技術導入によ
る製品歩留まりの改善を行うなど，「外的」な揺らぎと「内的」な揺らぎを相互に関連づ
けて戦略展開されるケースが多い．こうした場合は，当該企業の技術経営戦略にとって
「何が最適か？」という全社的視点で捉え，考察する． 
 
1.2 先行研究の課題 
製造業における「生産の揺らぎ」に関しては，従来も様々な研究が行われてきた[1][2] 
[3]．しかし，地方に生産拠点を有し，大都市圏の販売市場へ様々な生産財を供給する中小
製造業の視点にフォーカスした研究はほとんどない．とくに，地方の中小製造業の「外的
な生産の揺らぎ」の代表例である需要予測に関しては，消費財とは異なる生産財のマーケ
ティング手法の特性や大都市圏の大企業との取引交渉など定性的な要因を考慮した研究は
見当たらず，この結果，従来手法は必ずしも実用的な予測精度を確保できていない． 
また，「外的」な生産の揺らぎと「内的」な生産の揺らぎの関連性を実在企業のケース 
スタディを通じて体系的かつ具体的に考察したり，さらにはこれらの「揺らぎ」への対応
が企業のプロダクトミックス戦略や最終的な企業利益の向上にどのように関係するかにつ
いて考察・言及している従来研究は見当たらない． 
 
1.3 本研究の構成 
上述のとおり，本研究では中小製造業の生産の「揺らぎ」について，計４通りのケース
に分けて考察する（Table1.1参照）． 
第２章第１節では，「外的」な揺らぎのうち，既存製品の場合について考察する．ここ 
では，とくに「揺らぎ」の解決手法として，生産財マーケティングの特性を活かした新し
い需要予測モデルについて提案する．なぜならば，需要予測は既存製品を生産する場合に
おける「外的」な揺らぎの代表例であるからである．需要予測は，市場ニーズの変動や取
引先の事情等によって多様化・複雑化することから，地方の中小製造業にとっては最も悩
ましい経営課題のひとつである．本研究では，地方の中小製造業が，生産拠点と大都市圏 
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Table1.1 本研究の構成 
 
の販売市場が遠離している点に着眼し，企業において日常の需要予測がどのように行われ
るかについて実態を解明し，アプローチする． 
また，第２章第２節では，「外的」な揺らぎのうち，新製品の場合について考察する． 
新製品の場合は，既存製品のように「過去にどれだけ売れたか」という実績データがない
ため，定量的な予測は困難であるのが通常である．したがって，新製品が今後どれだけの
市場優位性を維持できるかという，定性的な価値判断が必要となる．ここでは，製品の技
術品質特性と標的市場の要求ニーズとのマッチング性を検証する手法であるＱＦＤ
（Quality Functional Deployment，品質機能展開）を用い，時間軸の視点や知的財産権との関連
性などについて考察・検証する． 
第３章では，中小製造業の「内的」な生産の揺らぎを取り上げる．このうち，第１節で 
は既存製品の場合について考察する．ここでは，ＴＯＣ（Theory Of Constraints）理論および
ＤＢＲ（Drum Buffer Rope）理論にもとづく生産工程の制約条件やバッファコントロールに
ついて考察・検証する． 
 また，第３章第２節では，「内的」な揺らぎのうち，新製品の場合について考察する．
ここでは，経験値が少ない新製品生産において，不良品率を軽減させ，製品歩留まりを向
上させる新技術の導入効果等について考察・検証する．  
 
第４章では，第２章および第３章における生産の「揺らぎ」の考察・検証結果をもとに，
利益貢献度分析の手法を用い，多品種少量生産時代に適応する中小製造業のプロダクトミ
ックス戦略について考察・検証する．とくに，第２章および第３章において示された本研
究の新しい提案手法が，従来手法と比較して中小製造業のプロダクトミックス戦略にどの
ような変化をもたらすのかについて，考察・検証する． 
第２章　「外的」な生産の揺らぎ 第３章　「内的」な生産の揺らぎ
２．１ ３．１
　既存製品における
　「外的」な生産の揺らぎ
　既存製品における
　「内的」な生産の揺らぎ
２．２ ３．２
　新製品における
　「外的」な生産の揺らぎ
　新製品における
　「内的」な生産の揺らぎ
既存製品
の場合
新製品
の場合
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さらに，第５章では，ＴＯＣスループット会計理論の視点から，これまで述べた中小製
造業における「生産の揺らぎ」への対応が，最終的に企業スループットにどのような影響
を与えるかについて考察・検証する．「スループット（Throughput）」とは，「企業が販
売を通じてお金を作りだす速度・割合」であり，「生産のみでなく，適切な販売がなけれ
ばスループットは生まれない」[4]という基本的考え方にもとづく．ここでは，これまで述
べた「外的」および「内的」な生産の「揺らぎ」への対応が，どのように企業スループッ
トの向上に反映するかについて，ＴＯＣスループット会計理論にもとづく定量的な分析を
行い，考察・検証する． 
 
1.4 本研究における生産の「揺らぎ」の範囲 
 本研究においては，生産の「外的な揺らぎ」および「内的な揺らぎ」のうち，代表的な
ものを取り上げる．上述のとおり，生産の揺らぎには様々な種類がある．本研究で取り上
げる生産の「揺らぎ」の範囲は，Table1.2のとおりである．  
 
Table1.2 本研究における生産の「揺らぎ」の範囲 
 
第１節 第２節 第１節 第２節
需要予測 ◎ ◎ ◎
取引先の意向による受注量変動 ◎ ◎
取引先からの特急注文
市場ニーズの時間的変化 ◎ ◎ ◎
市場ニーズと技術シーズの関係性 ◎
市場優位性、知的財産権 ◎
技術革新、新技術開発 ◎ ◎
景気動向、経済情勢、外国為替変動 ◎ ◎
政治・国際情勢 ○
法改正、業界規制等の改正 ◎ ◎
その他
機械の故障 ○
不良品発生による製品歩留まりの低下 ◎ ◎ ◎
新技術の開発・導入 ◎ ◎ ◎
多品種生産による段取り替え回数の増加
特急注文による生産計画のリスケジューリング
前日からの作業積み残しによる生産調整
仕掛品（バッファ）の発生、コントロール ◎ ◎
工程間のバラツキ(ボトルネックの発生) ◎ ○ ○ ◎
工程間の移動ロットサイズ調整 ◎ ◎
その他
第４章 第５章
「内的」な生産の揺らぎの例
「外的」な生産の揺らぎの例
第２章 第３章
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1.5 実在企業のデータによる結果の検証 
本研究においては，全体を通じ，以下の２社の実データを使用したケーススタディによ
り，その結果を検証する．２社は，いずれも鳥取県内に実在する中小製造業である． 
 
（１）Ａ社（鳥取市，電機部品製造業，資本金 98百万円，従業員 55名） 
鳥取市内に本社および生産工場を有する一方で，東京，大阪，名古屋など大都市圏に営
業拠点を展開し，大手電機メーカーなどへ電機部品を販売する．わが国における典型的な
地方中小製造業のひとつである． 
Ａ社の主要生産品目は，「圧着端子」である．「圧着端子」とは，電線の先端に取り付
け，配電盤などの電気設備の端子台と電線との接続・脱着を容易にする部品である．作業
性に優れるＦ型，引張抵抗性の強いＲ型および差込タイプのＡ型（新製品）など，用途・
目的によって様々な種類がある（写真 1.1参照）． 
 
 
 
 
写真 1.1 代表的な圧着端子（左からＦ型，Ｒ型および新製品Ａ型） 
 
（２）Ｂ社（米子市，小型電子モーター精密部品等製造業，資本金 10百万円，従業員 20名） 
大手電機メーカーの一部が分離独立して設立された中小製造業である．社長以下，技術
集団の集まりであり，特許など知的財産権についても深い関心を持つ． 
Ｂ社の主要生産品目は，「小型チューブポンプ」である（写真 1.2 参照）．従来のモー
ター製品と比較し，薄型サイズ，高吐出圧力，省電力・長寿命，簡易着脱性など多くの技術優
位性を有し，医療分野，水冷分野，家庭用燃料電池分野などへの市場販売が期待されている． 
 
 
 
 
 
 
写真 1.2 Ｂ社製品「小型チューブポンプ」 
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本研究においては，以上の２つの中小製造業の業種および製品特性等を十分に考慮し，
それぞれ実データを使用した実用的な検証を行う．ただし，当然ながら，本研究の提案手
法は，いずれも決して上記の特定企業のみに特化したケーススタディとしてではなく，普
遍性かつ汎用性を想定した考察を行うものとする． 
わが国の企業の 99.7％は，上記２社に代表される中小企業である．市場ニーズの多様
化・複雑化が急速に加速する近年の状況下においては，本研究における新しい提案手法が
中小製造業において実証されてこそ，その実用的な有効性が検証されたと言える． 
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第２章 中小製造業における「外的」な 
生産の揺らぎへの対応 
 
市場に生産財を供給する中小製造業にとって，その生産工程において様々な「揺ら
ぎ」が発生することは既に述べた．生産の「揺らぎ」は，その発生原因によって「外
的」なものと「内的」なものに大別されるが，本章では前者を取り上げる． 
このうち，第１節では「外的」な揺らぎのうち，既存製品の場合について考察する．な
がでも，中小製造業にとって代表的な「外的」な揺らぎ要因ともいえる「需要予測」
にフォーカスし，営業部員の経験的予測や景気動向指数などの「市場性要因」という
視点にもとづく新しい予測技法を提案する． 
また，第２節では，「外的」な揺らぎのうち，新製品の場合について考察する．ここで 
は，製品の技術品質特性と標的市場の要求ニーズとの関連性を検証する手法であるＱＦＤ
（品質機能展開）の手法を用い，時間軸の視点や知的財産権との関連性などについて考察す
る． 
 
2.1 既存製品における「外的」な生産の揺らぎへの対応 
 
2.1.1 「外的」な生産の揺らぎと需要予測 
近年，市場ニーズの多様化が加速する製造業において，頭を悩ます問題のひとつに
需要予測がある．需要予測とは，「売れる数量を前もって予測すること」である［5］．
すなわち，予測が過大であれば，作り過ぎのムダによる余剰在庫，死蔵品，返品リスク等
が発生し，逆に過小であれば，欠品発生によるビジネスチャンスの逸失，取引先との信頼
性失墜等を招く．  
とくに，地方に生産拠点を有し，東京や大阪など大都市圏の販売市場へ多様な生産
財（機械類，部品等）を供給するわが国の大多数の中小製造業にとっては，取引先ニ
ーズや市場・景気動向など，「外的」な揺らぎに対応する正確な需要予測にもとづく
生産計画の立案が求められる．すなわち，需要予測は，企業戦略上，極めて重要な経営
課題のひとつと言える． 
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2.1.2 中小製造業における需要予測の留意点 
中小製造業における需要予測について考察する場合，必ず留意しなければならない
点がある．それは，予測するのは，消費財ではなく，生産財であるという点である．
生産財はその購入行動において，消費財とは全く異なる特性を有する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生産財とは，「鉱工業及び他の産業に原材料等として投入される製品．ただし，企
業消費財を含み，建設財を除く」(総務省統計局)と定義される．その購入行動モデル
としては，「購買意思決定モデル」(Robinson, Faris & Wind,1967) ［6］が知られてい
る（Fig.2.1 参照）．つまり，生産財の購買意思決定は，問題認知から製品・サプライ
ヤーの選択，購買から事後評価に至るまでの一連の段階的プロセスとして捉えられる
［7］． 
ここで，生産財と消費財のマーケティング手法の比較を Table2.1 に示す．すなわ
ち，消費財では，購入者は不特定多数，価格決定は店頭の市場価格，販売促進方法は広
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.1 購買意思決定モデル 
（資料）参考文献[7] p.24を一部修正． 
 
問題認知
必要品目の特徴・数量の決定
必要品目の特徴・数量の記述
サプライヤーの探索
見積取得・比較分析
見積評価・サプライヤーの選択
発注手続き
成果のフィードバック・評価
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告宣伝が中心となる．また，顧客の趣味・嗜好，流行トレンドやいわゆる衝動買いとい
った要因を内包する． 
これに対し，生産財のマーケティング手法は全く異なる．生産財の購入者は特定少
数，価格決定は取引先との個別交渉による相対取引価格，販売促進は主に自社の営業
部員の日常活動によって行われる．営業部員は，自分が担当する取引先を巡回訪問し，
取引先のそれぞれの個別ニーズを把握したうえで，見積書を提出し，価格交渉を行う．そ
こには，特定少数の取引先との相互信頼にもとづく持続安定性が重視される． 
とくに，地方に生産拠点を有し，大都市圏に販売市場を持つ中小製造業にとって
は，需要予測時において重要な要因である取引先のニーズを把握するのは自社の営業部員
であり，こうした「市場の代弁者」ともいえる自社の営業部員の経験的予測要因こそが需
要予測時において大きな「判断材料」となる． 
 
Table2.1  消費財と生産財のマーケティング手法の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.1.3 従来の需要予測技法の課題 
従来の主な需要予測技法は，Table2.2 のとおりである．また，その需要予測手法の 
合理性判断の基準としては，Milton H Spencer 及び Louis Siegelman は“Managerial Eco-
nomics”にて，以下の項目を掲げており［8］，いわゆる「ABCDE 基準」として実務
上知られている．「ABCDE 基準」とは，以下の５項目をいう． 
消費財 生産材
不特定多数 特定少数
一般的 専門的
開放的 限定的
店頭価格 相対交渉
広告宣伝 営業部員の活動
品質 ○ ○
価格 ○ ○
納期 △ ◎
信頼性 ○ ◎
イメージ ○ ×
市場ニーズ
トレンド
取引先ニーズ
製品仕様
販売促進手段
需要予測時
の重要事項
購入者の
重視事項
購入者の商品知識
購入者
流通チャネル
価格決定
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（１）Accuracy(正確性)……予測の相対誤差が少ない． 
（２）Bending(柔軟性)…短期的な変動だけでなく，中長期的な傾向トレンド予測への
適応性が高い． 
（３）Convincing(納得性)…利用者にとって判断材料が合理的かつ信用できる． 
（４）Durability(持続性)…一定期間の有効性があり，継続的に利用できる． 
（５）Easiness(簡便性)…利用者にとって，データ収集や予測手法の運用・実行が簡便
である． 
しかしながら，このうち，Accuracy y(正確性)と Easiness(簡便性)は相反するケース
が多いなど，中小製造業にとっては必ずしも実用的な使用に至っていないという課題
がある． 
Table2.2   従来の主な需要予測技法と評価基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）○×等の記号は，参考文献[5]を参考に著者独自の判断によるもの． 
 
さらには，従来の需要予測において使用されるデータは，過去の販売実績や在庫量
など過去の「社内データ」が大半であり，前述の生産財のマーケティング手法を考慮
した社外の「市場性要因」や中小製造業が自社ではなかなかコントロールできない
「外部トレンド変動」等の予測要因が入り込む余地は，これまでほとんどなかった． 
Ａ
正
確
性
Ｂ
柔
軟
性
Ｃ
納
得
性
Ｄ
持
続
性
Ｅ
簡
易
性
生
産
財
に
お
け
る
市
場
性
1 単純移動平均法 × ◎ ○ ◎ ◎ ×
2 加重移動平均法 △ △ × △ ○ ×
3 ＭＡモデル △ △ × × × ×
4 一次指数平滑法 △ △ × △ ○ ×
5 ウィンターズモデル ○ △ × × × ×
6 最小二乗法 △ △ △ × ○ ×
7 ＡＲ（自己回帰）モデル ○ ○ △ ○ ○ ×
8 ＡＲＸモデル ○ ○ △ ○ ○ ×
9 重回帰モデル ○ ○ ○ △ ○ ×
10 ＧＰモデル（今回） ○ ○ ○ ○ ○ ◎
11 ＡＲＭＡモデル ○ △ △ × × ×
12 ＡＲＩＭＡモデル ○ △ △ × × ×
評価基準
時
系
列
型
混
合
型
区
分
No. 名称
回
帰
型
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つまり，これまで多くの需要予測に関する研究の中で，こうした生産財を念頭に置
いて需要予測技法を論じたものはほとんど見当たらないと言って良い． 
 
2.1.4 本研究における提案手法 
以上の考察により，とくに地方に立地する中小製造業にとっては，生産財マーケテ
ィングの特性を考慮した実用的な新しい需要予測技法を開発することが解決すべき課
題となる．すなわち，新しい需要予測モデルの開発にあたっては，以下の点を考慮す
る必要がある． 
① 中小製造業における生産財マーケティングの特性を考慮し，「市場の代弁者」で
ある営業部員の「日常的な経験的予測要因」を需要予測モデルの中に組み込む必要が
ある． 
② 中小製造業の販売先である大都市圏の取引先企業が重視する景気動向や企業の設備投
資意欲など，マクロ経済的な視点を需要予測モデルの中に組み込む必要がある． 
③ 生産財マーケティングにおいては取引先との相対交渉で需要量が決まるという点
を考慮し，価格改定時など駆け込み需要およびその直後の急反動が予想されるケースで
は，それらを通常の予測値から補正する仕組みを需要予測モデルの中に組み込む必要
がある． 
以上の考察から，本研究において提案する新しい需要予測モデルのポイントは，以下の
４点である． 
 
（１）ＧＰを用いた新しい需要予測モデル 
本研究では，遺伝的プログラミング（ＧＰ：Genetic Programming）を用いて需要予
測モデルを構築する．ＧＰは，ＧＡ（Genetic Algorithm：遺伝的アルゴリズム）の遺伝
子型を構造的な表現が扱えるように拡張した進化論的計算手法の一手法である[9]． 
つまり，ＧＰは生物の進化のプロセスをモデル化したものであり，計算機内に仮想
の生物を大量に生成し，世代毎に交叉・突然変異・逆位といった遺伝子操作と適合度
の計算による選択・淘汰等を繰り返すことで，終端ノードに与えた入力によって計算
された値が，世代を重ねる毎に与えられた出力値に最も合致する数式モデルを構築す
ることで適切な解へと近づいていくという，適合的な学習手法である (Fig.2.2 参
照)． 
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Fig.2.2 ＧＰの学習フロー 
 
ＧＰでは，遺伝子を木構造で表わす．Fig.2.3 の木構造は，出力を Z とすると，(2.1)式を
意味する． 
Z=(0.8+Y)×(X-Y)                        (2.1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.3 ＧＰにおける木構造 
 
0.8
＊
+ －
ＹＸＹ
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本研究で提案するＧＰ手法を用いた新しい需要予測モデルを，以下の(2.2)式に示す． 
 
yi(t）= f(xo, x1 x2)                               (2.2) 
 
 (2.2) 式における３つの決定変数は，いずれも上述した中小製造業の「特性」及び
｢市場性要因｣を考慮したものである．具体的には，2.1.5節の予測①から⑩にある入力項
目のいずれかに対応する． 
ＧＰの基本思想は，Stanford 大学の Koza らにより提案され，進化型手法において一
分野を確立している[10]．本研究では，Ramped Half-and-Half 法（Koza 1992）を用いて
初期個体（木構造で表現した数式モデル）を生成する[11]． 
ここで，本研究の提案モデルとしてＧＰを適用した理由について述べる．本研究で
は，今回，ＧＰを用い，複数の要因を考慮した需要予測を提案しているが，複数の要
因間の因果関係を求める手法としては重回帰分析モデルが広く普及している．今回，
重回帰分析モデルではなく，ＧＰモデルとした理由は以下のとおりである． 
① 需要の変動は，周期変動，誤差変動，トレンド変動に大別されるが，このうち重
回帰モデルは一般に中長期的なトレンド変動の分解に弱点がある（浅田ら，2005）
とされることから，前述の「ABCDE 基準」における Bending(柔軟性) および
Durability(持続性)にやや劣ると判断できる． 
② とくに，中小製造業の生産財マーケティングにおける需要予測においては，自社
ではなかなかコントロールできない大都市圏の主要取引先の事業戦略の動向や今後
の景気動向等の中長期的な「外部トレンド変動」が極めて重要であり，学習・訓練
にもとづくＧＰモデルの方がよりこれらを反映できると考えられる． 
③ 重回帰モデルでは，確定した数式モデルの係数のみを決定するのに対し，本研究
の重要予測モデルは，営業部員の「経験的予測による定性的情報」などこれまでな
い入力項目を抽出し，式全体を決定する予測モデルであるため，Convincing(納得性) 
に優れると判断できる． 
④ 本研究で提案するＧＰによる予測モデルでは，以下に述べる入力変数 X や出力変
数 Y の過去の影響や x1,x2 などの非線形項を考慮した予測になっており，予測精度
つまり Accuracy(正確性)が優れると考えられる． 
なお，本研究においては，後述のとおり，重回帰モデルを含む多くの既存の予測モ
デルと本提案手法との比較検討を行っている． 
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（２）デルファイ法による経験的予測要因の考慮 
本研究では，生産財マーケティングにおいて「市場の代弁者」と言える営業部員へ
のアンケートやヒアリングにもとづき，彼らが取引先への営業活動の中で日常的に体
感している「経験的な予測要因」をデルファイ法により抽出し，需要予測モデルの決
定変数として盛り込む． 
 デルファイ法[注 1]は， 1950年代に米国シンクタンクのランド・コーポレーションに
よって開発された分析手法であり，専門家グループなどが持つ直観的意見や経験的判断
を反復型アンケート，ヒアリング及びグループインタビュー等を繰り返すことで組織
的に集約・洗練する意見収束技法である（Fig.2.4参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.4 デルファイ法の流れ 
 
本研究では，以下の手順により，中小製造業の「特性」及び｢市場性情報｣を抽出し
ている． 
① 大都市圏の営業部員全員に対し，「需要予測に影響する経験的要因は何か」につ
いて，事前アンケートを行う．この「経験的な予測要因」の例としては，Table2.3
のような項目が挙げられる． 
② 事前アンケート結果の回答(「かなり影響する」「ある程度影響する」など４段階
評価)を，それぞれ点数化(９点，６点，３点，１点の４段階)し，集計する． 
③ 上記の集計結果をもとに，とくに売上実績の大きい首都圏の営業部員に対し，ヒ
アリングおよびグループインタビューを行い，傾向を絞り込む． 
④ ヒアリングおよびグループインタビューにて新たな課題（取引先が関心を寄せる
マクロ経済情報など）が発見されたり，その内容をさらに深掘りする必要がある場
合（価格改定時の値上げ率など）は，さらなるアンケート，ヒアリング，個別およ
びグループインタビューを繰り返し，意見収束を行う． 
 
 
専門家へのアンケート アンケート集計
アンケート集計結果にもとづく
ヒアリング，グループインタビューなど
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本研究において，デルファイ法により抽出する営業部員の「経験的な予測要因」の
例としては，Table2.3 のような項目が挙げられる． 
 
Table2.3  営業部員の経験的予測要因の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）景気動向指数によるマクロ経済的視点の考慮 
中小製造業の取引先の大多数は，大都市圏の大企業である点を考慮し，本研究では
景気動向指数からその中小製造業の事業内容と関連性の深いものを選出し，需要予測
モデルの決定変数として盛り込む． 
景気動向指数は，内閣府が毎月公表するマクロ経済指標であり，先行，一致，遅行
系列の合計 32指数から構成される（Table2.4 参照）．また，景気動向指数には景気拡
大・悪化の方向性を示すＤＩ(Diffusion Index)と 景気拡大・悪化の程度を量的に示すＣＩ
(Composite Index)の２種類があるが，本研究では需要予測値を定量的に示す必要性から後者
を使用する．ＣＩは，ある年度を基準とし，一定のルールのもとに変化率を指数化したも
のである． 
需要予測に影響する経験的要因
1 販売単価
単価の高い製品を多く販売すれば営業成績が
上がるため、需要予測を大きくしようとする
心理が働く可能性がある．
2 利益率
利益率の高い製品を多く販売すれば営業成績
が上がるため、需要予測を大きくしようとす
る心理が働く可能性がある．
3 受注頻度
受注頻度が稀な製品は、1回の需要予測が外れ
ると生産計画へのダメージが大きいため、予
測を大きめにしようとする心理が働く．
4
受注サイクル
の規則性
受注サイクルが不規則な製品は、受注の有無
によって生産計画が大きく変動するため、予
測を大きめにしようとする心理が働く．
5 販売顧客数
販売顧客数が少ない製品は、受注の有無に
よって生産計画が大きく変動するため、予測
を大きめにしようとする心理が働く．
6 顧客重要度
重要度が高い取引先へ納品する製品は、欠品
による取引信頼性失墜を避けたいと言う心理
から、予測が大きめになる傾向がある．
7
製造
リードタイム
製造リードタイムが長い製品は、欠品による
取引信頼性失墜を避けたいと言う心理から、
予測が大きめになる傾向がある．
項目
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Table2.4   景気動向指数（先行指数，一致指数のみ 26指数） 
（注）色塗りは，今回入力項目として使用したもの．(逆)は，逆サイクル． 
 
（４）ファジィ推論による駆け込み需要補正 
ＧＰにより構築した需要予測モデルによって，通常時の需要予測を行うことは可能
となるが，特別な要因で発生する駆け込み需要には対応できない． 
例えば，価格改定により市場からの駆け込み需要が予想されるケースにおいては，
通常時に比較し，需要予測は大きく変動する．また，この時の需要予測においては，
「価格の値上げ率が何％程度であれば，おそらく通常時より何％ぐらい需要が増加す
るだろう」といった人間の判断の曖昧さが含まれる． 
したがって，本研究では，ファジィ推論を用いて駆け込み需要時に通常時よりどれ 
だけ需要が増加するかを推論する．ファジィ推論は，命題論理の演算に「曖昧さ」を
用いることにより拡張を行った推論法である． 
本研究におけるファジイ推論による需要予測の補正の流れについては，以下のとおりで
ある（Fig.2.5参照）． 
① 企業の過去の実績データを入力し，ＧＰにより構築した需要予測モデル式により，予
測値を算出する． 
② 需要予測月に駆け込み需要が発生するか否かを判定する． 
L3 新規求人数(除学卒) C5 所定外労働時間指数(調査産業計)
L1 最終需要財在庫率指数(逆) C11 有効求人倍率(除学卒)
L2 鉱工業生産財在庫率指数（逆） C1 生産指数(鉱工業)
L4 実質機械受注(船舶・電力を除く民需) C2 鉱工業生産財出荷指数
L5 新設住宅着工床面積 C4 耐久消費財出荷指数
L10 投資環境指数(製造業) C6 投資財出荷指数(除輸送機械)
L6 消費者態度指数 C10 中小企業出荷指数(製造業)
L7 日経商品指数(４２種) C3 大口電力使用量
L11 中小企業売上げ見通しD.I. C7 商業販売額（小売業）(前年同月比)
L8 長短金利差 C8 商業販売額(卸売業)(前年同月比)
L8A 長期国債(10年)新発債流通利回り C9 営業利益(全産業)
L8B ＴＩＢＯＲ（３か月）
L9 東証株価指数
L10A 総資本営業利益率(製造業)
L10B 長期国債(10年)新発債流通利回り
一
致
指
数先
行
指
数
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③ 駆け込み需要が発生する月である場合には，ファジイ推論により通常時に比べどれだ
け販売個数が増加するかを推論する． 
④ ファジイ推論により推論された増加量を補正値として，①で算出した予測値を補正す
る． 
以上により，駆け込み需要発生時の販売個数の増加量が推論できれば，ＧＰによる需要予 
測モデルから得られた予測値を推論結果で補正することで，駆け込み需要発生時の需要予
測が可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.5  新しい需要予測モデルの作成フロー 
2.1.5 企業実データによる結果の検証 
（１）ＧＰによる需要予測モデル比較 
本研究では，Ａ社の実データを用い，ＧＰによる以下の 11通りの需要予測モデルに
ついて比較を行った．  
・予測①：（従来手法）直近３カ月の単純移動平均法×1.25 
・予測②：直近 12カ月の単純移動平均法×1.25 
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・予測③：一次指数平滑法(α＝0.5)…α×前月実績値＋(1-α) ×前月予測値 
・予測④：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数の２入力． 
・予測⑤：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数, 東証株価指数の３入力 
・予測⑥：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数,新設住宅着工床面積の３入力 
・予測⑦：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数,大口電力使用量の３入力． 
・予測⑧：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数, 生産指数(鉱工業)の３入力 
・予測⑨：ＧＰモデル…月別受注頻度，月別販売先数, 中小企業出荷指数の３入力 
・予測⑩：ＧＰモデル…中小企業出荷指数のみ入力． 
・予測⑪：重回帰モデル…月別受注頻度，月別販売先数, 中小企業出荷指数の３入力 
 
なお，ＧＰの設定を Table2.5 に示す．このＧＰモデルでは，42カ月分（2007 年 11
月～11 年 4月）の実データのうち,前半 21カ月分（2007年 11月～09年 7月）を訓練
データ, 後半 21カ月分（209年 8月～11年 4月）を検証データとしている．  
 
Table2.5   ＧＰの設定 
 
 
 
 
 
 
 
上記の 11通りの需要予測モデルのうち，最も有効な結果（詳細後述）を示した予測
⑨のＧＰモデルを(2.3)式に示す． 
 
y^(t)=((((x_{2}[t-1]-0.45)/(x_{2}[t-1]+0.34))*((x_{2}[t-2]+x_{2}[t-1])-(0.22*(0.16+((0.31/0.43)-x_{2}[t-])))))+(x_ 
{2}[t-2]*((((((((0.81*0.58)/((y[t-2]+x_{2}[t-2])*(1.95*x_{1}[t-3])))*((((x_{1}[t-3]+x_{2}[t-2])*(y[t-2]+y[t-1]))-
0.12)+(((x_{1}[t-3]/x_{2}[t-2])+(0.05*0.75))+((x_{1}[t-1]*x{1}[t-3])-(x_{1}[t-3]/0.46)))))*(((0.78*(0.38*x_ 
{0}[t-3]))*(2.00*0.81))+(((0.14+(0.75/0.56))*((x_{0}[t-3]/y[t-1])-(x_{1}[t-3]/0.80)))-((x_{0}[t-3]*((y[t-1]+ 0.07) 
*(x_{1}[t-3]*x_{2}[t-1]))+(x_{1}[t-1]+0.43)))))*(((((0.59*x_{0}[t-3])-(x_{1}[t-1]+0.15))/((y[t-3]+0.37)+(x_ 
{2}[t-3]+0.70)))*(0.35/((x_{1}[t-1]*(0.51-y[t-2]))*((x_{0}[t-3]+0.81)+(x_{0}[t-3]/0.70)))))/((((x_{1}[t-3] +0.38) 
-(0.51-x_{0}[t-1]))-(x_{1}[t-3]/(y[t-1]*0.12)))-(((x_{2}[t-2]*0.92)*0.91)/(x_{1}[t-2]*((x_{1}[t-1]*0.64)*(0.03/ 
データ数 21
親の個体数 600
子の個体数 700
世代数 1,500
交叉の確率(%) 60
逆位の確率(%) 15
突然変異の確率(%) 25
木の深さの最大値 12
遅れ数の最大数 3
平均絶対誤差率の閾値(%) 5
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x_{2}[t-2])))))))*(((((((x_{1}[t-1]+x_{2}[t-2])-(0.92-x_{2}[t-3]))-x_{2}[t-3])+1.06)-((0.46/0.30)*(0.57*x_{0} [t-
3])))*((((x_{2}[t-3]-0.58)*0.43)/x_{1}[t-2])+((y[t-3]+((y[t-3]/x_{0}[t-1])-(0.16/y[t-1])))-(y[t-3]-0.40))))*((((1.15 
*(((-0.04)*0.95)/0.26))-((x_{2}[t-2]*y[t-2])*(x_{0}[t-1]/0.93)))*(((1.56*x_{0}[t-2])/0.57)*(0.43/(x_{1}[t-3]* 
(x_{0}[t-3]+0.17)))))-(((0.20/0.72)-((0.98*y[t-3])/(0.92*y[t-1])))-((0.20-(0.99/0.01))/((y[t-1]*0.31)-(x_{1}[t-1]/ 
x_{0}[t-2])))))))/((((y[t-3]+(((x_{2}[t-1]-0.97)*(0.28*0.20))*((x_{0}[t-3]-x_{0}[t-1])-(x_{2}[t-1]+0.12))))* 
(x_{2}[t-1]+0.55))/(0.14*(y[t-3]-0.83)))*(((0.74/0.68)*(0.10-x_{2}[t-1]))/((x_{0}[t-3]-y[t-2])-(x_{0}[t-3]* 
0.98)))))*((((((((x_{0}[t-1]+x_{0}[t-2])/(x_{2}[t-3]*y[t-3]))+0.17)+(((1.06*0.24)*(x_{0}[t-2]-0.24))+0.26))+ 
(((((y[t-1]*0.12)+x_{0}[t-3])*(x_{0}[t-1]/x_{2}[t-3]))-((1.56*x_{0}[t-2])/0.57))-((0.43+x_{1}[t-1])/((x_{2}[t-3] 
*0.92)*((0.13-x_{0}[t-2])-(x_{0}[t-3]/0.73))))))*(((((0.42*0.30)-(y[t-3]/0.59))-((x_{1}[t-3]*(x_{0}[t-3]/0.70)) 
+(x_{1}[t-3]+x_{0}[t-1])))*(((0.20*0.53)/(0.87*x_{0}[t-3]))+(((x_{2}[t-1]-0.86)*y[t-2])/x_{2}[t-1])))/((((x_{1} 
[t-2]-x_{2}[t-2])*(x_{0}[t-1]*0.25))*((0.52+y[t-3])+(0.64/0.72)))+(((y[t-2]*0.71)/(x_{1}[t-3]*0.76))-(0.24-(x_ 
{1}[t-2]/0.03))))))*(((((0.26-x_{0}[t-1])/(-0.15))*((x_{2}[t-2]*y[t-1])/(x_{2}[t-2]*1.82)))*0.43)*(((((-0.02)-
(0.84*0.90))+((0.25*0.77)+(y[t-3]*0.72)))*((0.31/(0.44-y[t-2]))-((0.19*x_{2}[t-3])/(0.12*0.89))))-((((0.65*x_{1} 
[t-1])-(x_{1}[t-3]/x_{0}[t-3]))/((x_{0}[t-1]*x_{0}[t-3])-(x_{1}[t-3]/x_{2}[t-3])))-(((0.31-x_{2}[t-1])-(x_{2}[t-3] 
*x_{2}[t-3]))/((x_{2}[t-2]*0.78)+(0.98*x_{2}[t-3])))))))/((((((0.89-(x_{0}[t-3]+0.15))-(x_{0}[t-2]*x_{1}[t-2]))* 
(0.55*0.41))/(x_{2}[t-1]*x_{0}[t-3]))+(((x_{0}[t-1]-0.87)/(x_{2}[t-1]-0.63))-(0.40-(x_{2}[t-2]*x_{1}[t-3]))))* 
((x_{2}[t-3]-0.43)-(0.17-y[t-3])))))))*3749105.000000 
(2.3) 
ŷ(t)：ｔ月の販売個数（予測値）, x1：受注頻度， 
x2：販売先数，x3：中小企業出荷指数 
 
(2.3)式は，ＧＰ手法においてランダムに作成されたものであり，式自体が特別な意
味を持つものではないが，一方では入出力間の誤差を最小限にする非線形モデルであ
り，本研究の主旨に沿った全ての入力変数を含んだモデルが構築できていると捉えられ
る．また，本研究で用いたＧＰでは，入力変数 x2(t-1），x2(t-2）や出力変数 y(t-3)など
の過去のデータを用いて需要予測を行っており，後述する検証結果（誤差率）からも
わかるように，過去の情報を利用して需要予測を行うことが有効であるといえる． 
なお，本研究では，ＧＰモデルの構築時にブロートの発生抑制と過学習（オーバー
フイッティング）の防止を考慮している［12］．その施策と評価は以下のとおりであ
る． 
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① ＧＰモデル構築時の木構造の突然変異率の調整や生成深度の制限によってブロー
トの発生を抑制し，過度な解構造の複雑化を回避している．なお，計算時間は 30～
60分程度であり，実応用を考慮しても問題はない． 
② ＧＰにおける解の収束判断において平均絶対誤差率を調整し，過学習を防止して
いる．また，Cross-Validation Approach（交差検定）によって汎化能力を検証してお
り，過学習の防止を確認している． 
（２）デルファイ法による入力項目の抽出 
上記の新しい需要予測モデルの入力項目を抽出するため，Ａ社の本社および東京営
業所（東京都大田区）の営業部員に対し，事前アンケート及びその結果にもとづく個人
およびグループインタビュー等を行った．その理由としては，以下のとおりである． 
① Ａ社は，典型的な地方中小製造業であり，生産拠点は地方，営業拠点は東京，大阪な
ど大都市圏に有すること． 
② したがって，需要予測においては「市場の代弁者」ともいえる大都市圏の営業部員の
経験的な「市場性予測要因」が重要な判断要因となること． 
今回実施したＡ社の営業部員へのインタビューにおいては，「生産財マーケティン 
グにおいては，販売先数や受注頻度が少ない場合，予測誤差のリスク分散がしにくい
ため，特定先からの受注量や受注回数の予測を見誤れば，予測誤差による企業ダメー
ジが大」等の意見が浮き彫りになった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.6 デルファイ法による経験的予測要因の抽出 
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以上の結果，四分位範囲により,月別販売先数および月別受注頻度の２項目を入力項目
（決定変数）として選定した（Fig.2.6参照）．この２項目の選定理由としては，以下が挙
げられる． 
① 事前アンケートで一番点数が高かった売上高は，営業部員の業績貢献評価等を勘案す
ると当然の結果と言えるが，一方で売上高＝販売単価×販売個数という式に分解できる
ため，右辺の販売単価，販売個数の各項目別に考察する． 
② 販売個数は，これが目的関数であるため，入力項目としては除外する． 
③ 販売単価，利益率は，データ期間中は定数であるため，入力項目としては除外する． 
（３）景気動向指数による入力項目の抽出  
本研究では，合計 32 の景気動向指数のうち， 
① 需要予測という目的性 
② Ａ社の事業内容（電機部品製造）との関連性， 
③ Ａ社の主要製品（圧着端子）の製品特性 
④ 上述のデルファイ法により，Ａ社の営業部員へのインタビュー等によって得られた 
 大都市圏の主要取引先が重視している事項 
など，中小製造業の生産財マーケティングにおける様々な諸要因を考慮し，景気動向
指数のうち東証株価指数，新設住宅着工床面積（以上，先行系列），大口電力使用
量，生産指数(鉱工業)，中小企業出荷指数（以上，一致系列）の計５指数について，
ＧＰモデルの３項目目の入力項目として使用した（Table2.6 参照）．この５指数とＡ
社の売上ランキング第１位の品目の販売個数との相関係数は，ともに 0.63～0.75程度
であり，Ａ社の販売個数と高い相関関係があることから，使用する入力項目として適
していると判断される． 
 
Table2.6 ５指数とＡ社の売上第１位の品目の販売個数との相関係数 
 
 
 
 
 
また，５指数の相互の相関係数を Table2.7 に示す．相関係数はいずれも 0.74 以上と
高いことから，入力項目として用いる際は５指数の全てを使用する必要はなく，この
中から１つを用いれば良いことがわかる． 
景気動向指数 相関係数
新設住宅着工床面積 0.742
東証株価指数 0.630
生産指数（鉱工業） 0.695
大口電気使用量 0.700
中小企業出荷指数 0.750
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Table2.7 ５指数の相互の相関係数 
 
 
 
 
 
 
 さらに，この５指数のうち最も好結果であった中小企業出荷指数のみを入力変数と
したＧＰモデル（予測⑩）を加え，計 11通りの需要予測モデルについて比較を行っ
た．予測⑩の式(2.4)を以下に示す． 
 
y^[t]=((((0.08*0.77)*(((x_{0}[t-3]*((((0.80*x_{0}[t-2])+x_{0}[t-1])*(0.67/0.92))-x_{0}[t-3])) /((((((((x_{0
}[t-3]-x_{0}[t-1])-x_{0}[t-1])*(x_{0}[t-3]+x_{0}[t-1]))+((0.26*x_{0}[t-3])+((0.21* x_{0}[t-1])/2.00))
)*0.19)+(1.00-(((0.83*x_{0}[t-2])*(x_{0}[t-2]+x_{0}[t-1]))/(x_{0}[t-1]-(x_{0}[t-3]*0.88)))))+(((x_
{0}[t-1]*((x_{0}[t-3]*(x_{0}[t-1]*x_{0}[t-2]))-((0.21/x_{0}[t-4])*(0.25*x_{0}[t-1]))))* (((2.0
0*x_{0}[t-3])*(x_{0}[t-1]/0.26))*x_{0}[t-1]))*(2.00*x_{0}[t-2])))*(0.86-((0.85/(0.80*x_{0}[t-2]))-
(x_{0}[t-2]*0.76)))))-x_{0}[t-3]))-(0.10-(x_{0}[t-1]*x_{0}[t-3])))+(-0.02))*3749105.000000 
(2.4) 
y^[t]：予測値 
x_{0}[t-1]：1か月前の中小企業出荷指数 
x_{0}[t-2]：2か月前の中小企業出荷指数 
x_{0}[t-3]：3か月前の中小企業出荷指数 
 
なお，本研究では需要予測の精度を評価する際，以下の式(2.5)による平均絶対誤差率を
使用している． 
      (2.5) 
 
error：平均絶対誤差率，y(t) :ｔ月の販売個数 (実績値),  ŷ：ｔ月の販売個数 (予測値),   
N：データ数 
 
新設住宅
着工床面積
東証株価
指数
生産指数
（鉱工業）
大口電気
使用量
中小企業
出荷指数
新設住宅着工床面積 － 0.753 0.788 0.785 0.869
東証株価指数 0.753 － 0.817 0.742 0.853
生産指数（鉱工業） 0.788 0.817 － 0.981 0.975
大口電気使用量 0.785 0.742 0.981 － 0.959
中小企業出荷指数 0.869 0.853 0.975 0.959 －
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上記の 11通りのＧＰによる需要予測モデルの予測結果（平均絶対誤差率）は，
Table2.8 のとおりであり，予測⑨（(2.3)式）の多変数モデル（月別受注頻度，月別販
売先数, 中小企業出荷指数の３入力）が最も優れた結果を示した． 
 
Table2.8 需要予測結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
前述のとおり，予測⑨は入出力間の誤差を最小限にする様な非線形モデルであり，
生産財マーケティングにおける市場性や定性的要因など本研究の趣旨に沿った全ての
入力変数を含む．さらに，入力変数 x2(t-1），x2(t-2）や出力変数 y(t-3)などの過去のデ
ータを用いており，予測⑨で試みた手法による需要予測が有効であることが検証され
たと言える． 
なお，Fig.2.7～2.8 は，Ａ社の売上最上位品目における従来手法①と予測⑨の予測値と
実績値の差異比較を示している．差異が小さいほど，需要予測の精度は高い． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.7 従来手法①の予測結果 
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Fig.2.8  新しい予測モデル⑨の予測結果 
 
（４）ファジィ推論による補正後の需要予測比較 
 Ａ社では，製品の値上げなど価格改定時に駆け込み需要が発生する．この値上げに関す
る情報は，例えば「20pp年 q月以降，従来の価格より r％値上げします」というように，
通常，改定月の少なくとも３カ月前までには取引先企業に通達される．Ａ社の取引先企業
は，製品の値上げ率を考慮し，値上げ前に予め買い溜めしようとする．これが駆け込み需
要である． 
 本研究では，製品の値上げ率と販売個数の増加量の関係を用いて，ファジィ推論におけ
る以下のルールを作成する(Table2.9 参照)． 
 
Table2.9 ファジィ推論におけるルール設定 
 
 
 
 
駆け込み需要時において，if製品の値上げ率が高位 then販売個数が大きく増加する． 
駆け込み需要時において，if製品の値上げ率が中位 then販売個数が大きく増加する． 
駆け込み需要時において，if製品の値上げ率が低位 then販売個数が大きく増加する． 
  
このとき，メンバシップ関数は Fig.2.9のとおりであり，重心法による重心Ｘ0は(2.6)式に
より求められる． 
 
(2.6) 
グレード
値上げ率
高位 15% 20%
中位 10%、20% 15%
低位 15% 10%
ｆ=0 f=1
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Fig.2.9  ファジィ推論におけるメンバシップ関数 
 
上記の Table2.8 の需要予測結果の平均絶対誤差率においては，ファジィ推論による駆
け込み需要の補正を行った方がいずれも誤差率が小さくなっている．また，予測⑨におけ
る補正による需要予測比較を Fig.2.10 に示す．いずれも，ファジィ推論による補正が有
効であることを示している． 
Fig.2.10 ファジィ推論による補正後の需要予測比較 
 
2.1.6 まとめ 
本研究では，中小製造業の生産財マーケティングにおける需要予測に着眼し，ＧＰ，デ
ルファイ法，景気動向指数およびファジィ推論などの技法を用い，新しい需要予測モ
デルを提案した．また，地方の中小製造業の実データを用い，その有用性を検証した． 
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本研究において提案したＧＰモデルの決定変数である受注頻度，販売先数，中小企業
出荷指数（景気動向指数）等は，いずれもＡ社の社内会議資料，政府統計ネット情報
等から容易に入手可能なものであるとともに，Ａ社の日常業務と大きな関連性を有する
ことから，Table2.2 で示した ABCDE 基準においても簡便性かつ納得性に優れた需要予測
モデルと言える． 
また，これらの結果は，地方の中小製造業の生産財マーケティングにおいて，大都市圏
における市場性の定性的および定量的要因を考慮し，それらを決定変数として盛り込んだ
需要予測モデルが有効であることを示している．わが国の企業の 99.7％はＡ社に代表さ
れる中小企業であるが，市場ニーズの多様化が急速に加速する状況下，生産財マーケ
ティングの様々な特性を考慮した需要予測モデルの開発が有効であると言える． 
 
2.2 新製品における「外的」な生産の揺らぎへの対応 
 
2.2.1 「外的」な生産の揺らぎと新製品開発 
製造業が新製品の生産を行う場合において，生産の「揺らぎ」の最大の要因は「一
体，どれだけの量を生産すれば良いのか」という点である．言い換えれば，「一体，
どれだけ市場で売れるのか」ということになる．既存製品であれば，過去の販売実績
等からある程度の予測は可能である．ところが，「実績」が全くない新製品の場合
は，予測はとても難しい．もちろん，実際には自社または他社の類似製品など過去の
経験値をもとに販売計画を立案したりするが，これでも客観的な根拠は薄いのが現状
である． 
 一般に，新製品の販売予測は，その製品がどれだけの市場競争力（優位性）を有する製
品であるかという「質的要因」（定性的要因）によって，大きく左右される．この市場競
争力を一定の客観性を持って判定することが可能であれば，生産量（または販売量）の予
測はある程度の正確性を有することになり，生産の「揺らぎ」は軽減される．逆に，市場
競争力の判定が困難な場合には，生産量の予測は不確実性なものとなり，「揺らぎ」の発
生となる． 
つまり，新製品の場合，生産の「揺らぎ」に大きな影響を与えるのは，市場競争力とい
う極めて「質的」な要因である．また，市場競争力は，他社製品との相対的比較によって
決定されるため，自社ではコントロールできない「外的」な要因である．製造業として
は，標的市場のニーズにどれだけ適応した新製品であるか，また他社製品と比較してどの
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程度の市場優位性を訴求・維持できるかという点について，一定の客観性を持って判定す
ることが「外的」な生産の揺らぎを最小化するための重要ポイントとなる． 
本研究では，上記の「一定の客観性」を持って判定する手法として，ＱＦＤ（Quality 
Functional Deployment，品質機能展開）を用いる．さらに，ＱＦＤに関する先行研究におい
てこれまで指摘されてきた複数の課題について，独自の視点から新たな提案を試みる． 
 
2.2.2 新製品開発におけるＱＦＤ 
ＱＦＤは，企業が新製品開発を行う際に，設計段階から自社の技術品質と標的となる市
場品質との関係性を検討し，製品設計や製造工程に活かすための代表的な方法論のひとつ
である．ＱＦＤは，1978年に赤尾洋ニ，水野滋の両博士によって体系化され，その後，三
菱重工業，ブリヂストン，トヨタ車体など国内外の多くの企業において実践されてきた．
ＱＦＤの開発者である赤尾(1990)は，その基本的な仕組みを Fig.2.10に示すとともに[13]，
さらにラジコン模型飛行機の製品開発における，ある製造業のＱＦＤマトリクス表を紹介
している（Table 2.11参照）[14]． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.11  ＱＦＤの基本的なモデル 
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Table 2.10 ラジコン模型飛行機のＱＦＤマトリクス表 
 
 つまり，ＱＦＤは二次元マトリクス表を用い，要求品質（市場品質）と品質特性（技術
品質）の関係性を定量化（点数化）し，その重要度を見極めるものである．ＱＦＤが提案
された 1970年代は，既存製品の量産時における生産管理工学の研究が主体であり，開発設
計段階から製品として具現化するまでの研究が希薄であった経緯がある．新製品の需要予
測を見誤らないためには，開発設計段階から製品の技術品質と標的顧客の市場品質との関
係性を明確かつ戦略的な手法により客観的に分析するとともに，多くの競合他社が存在す
る市場において比較優位性を発揮できる技術品質強化の見極めが不可欠である． 
 
2.2.3 先行研究におけるＱＦＤの課題 
 ＱＦＤは，中小製造業において，新製品の「外的」な揺らぎを客観的に判定するための
有効な手法であるが，しかしながら一方で，これまで以下の様な複数の問題点が指摘され
てきた． 
（１）「時間軸」が考慮されていない 
ＱＦＤマトリクス表に記載される要求品質（市場品質）には，「時間軸」という視点が
考慮されておらず，これが従来のＱＦＤの弱点であるという指摘がある[15]．また，実際
に「時間軸」を考慮したＱＦＤマトリクス表の具体例はこれまで示されていない． 
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一方，現代のように企業間の技術開発競争がスピードアップし，製品のライフサイクル
が短縮化する状況下においては，市場ニーズは目まぐるしく変貌する．したがって，企業
としては短期的な視点だけでなく，ある程度中長期を見据えた視点において，生産の「揺
らぎ」を捉える必要がある． 
（２）「知的財産権」との関連性が明確化されていない 
 ＱＦＤマトリクス表に記載される品質特性（技術品質）の中には，競合他社との市場優
位性を保つため，知的財産権（特許権，意匠権など）の取得を目指す（あるいは既に出願
している）ものが含まれるが，この出願戦略とＱＦＤの関係性が明確化されていないとい
う指摘がある．ＱＦＤへの特許情報の活用については，鶴見(2012)は「新製品開発におけ
る特許情報の重要性を考えれば，ＱＦＤのプロセスの中に特許情報活用の手順が組み込ま
れており，その手順を実行することによって効率的かつ効果的に特許情報が活用される仕
組みになっていることが望ましい」と述べている[16]． 
また，出願後に公開された特許情報の活用だけでなく，これから出願すべきか，あるい
は出願せずに「営業秘密」（Trade secret）として社内ノウハウに留めるのかという判断基
準は示させておらず，市場優位性を客観的に判断する上では不足感がある． 
（３）「点数配分のルール」が明確化されていない 
ＱＦＤは，二次元マトリクス表に品質特性（技術品質）と要求品質（市場品質）の関係
性について，1点，3点，5点などの点数を記入し，定量的に分析する手法である．しか
し，この点数配分は 1点，2点，3点や 1点，3点，5点，あるいは 1点，3点，9点など
様々な事例があり，統一されたルールは示されていない．ＱＦＤ開発者の赤尾(1990)は，
「これらは経験則によっている．これらの合理性については今後の研究を待たねばならな
い」と述べていることから[17]，客観性のあるスコア判定が望まれる． 
（４）「点数化」における客観性の向上のための明確な手法は示されていない 
 ＱＦＤマトリクス表において点数付けを行う際，どうしても採点者の経験値など主観的
判断となる側面があることが従来から指摘されてきた[18]．ただし，その客観性を向上さ
せる具体的な手法が示されている訳ではない． 
 
2.2.4 技術品質と市場品質 
ここで，ＱＦＤの基本である品質特性（技術品質）と要求品質（市場品質）について触
れておきたい．本研究では，品質特性を「技術品質」，要求品質を「市場品質」という表
現に統一している． 
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「技術品質」とは，以下の (2.7)式で示され，機械故障などの機能のばらつき，振動，騒
音など，消費者が望まないもの総和であり，「システムが技術的に望ましくない項目によ
って社会に与える損失」と定義される[19][20]．  
 
                                                                   TQ=Ue+E                                       (2.7) 
 
 TQ：技術品質 
Ue：機能（働き）のばらつきによる損失 
E  ：弊害事項による損失（使用コスト・騒音・振動・副作用など） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.12 品質の４つの段階 
(資料)参考文献[19][20]に一部加筆． 
 
また，「技術品質」は，Fig.2.12に示すとおり，品質の４つの段階において最も上流に位 
置する「源流の品質（技術開発段階で用いる品質）」から「中流の品質」（工程管理や製
品検査で用いる品質）までの３つの階層を指すものと位置付けられている．つまり，「技
術品質」とは，研究段階の基礎技術から，工場内の製品生産を経て，検査・出荷されるま
での全てのプロセスにおける「技術的な品質」を意味する． 
一方，「市場品質」とは，Fig.2.12において最も底辺に位置する「下流の品質（市場にお
いて消費者が評価する品質）」と位置付けられる．これには，市場における様々な使われ
方や環境条件による変化などを含め，消費者の便益や満足度が含まれる． 
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ここで注意すべきは，「顧客満足度」という概念である．現代のように，多種多様な製
品が市場に氾濫している状況下では，「顧客満足度」は極めて曖昧かつ主観的な概念であ
る．とくに，生産の３要素である「品質」「価格」「納期」のうち，「市場満足度」は
「価格」との対比（いわゆるコストパフォーマンス）に大きく左右される．つまり，実際
の「市場品質」とは，「価格」との対比を含めた広義の（あるいは総合的な）「顧客満足
度」と捉えた方がベターと言える． 
したがって，本研究においてはＱＦＤマトリクス表を用いて市場競争力の判定を行う際
に，上述の「技術品質」および「市場品質」の定義を考慮し，項目の抽出を行っている．  
 
2.2.5 本研究における提案手法  
先行研究におけるＱＦＤの課題を踏まえ，本研究においては以下の４つの新しい提案を
試みる． 
（１）「時間軸」を考慮したＱＦＤマトリクス表 
本研究では，ＱＦＤマトリクス表に記載される市場品質に，これまでなかった「時間
軸」という視点を加え，市場競争力の判定を試みた．具体的には，Table 2.11のとおりであ
り，市場品質の下段にはそれぞれの技術品質の項目毎に，短期的重要度と中長期的重要度
の点数合計を集計し，記入する欄を新たに設けている． 
この場合，技術品質項目Aの短期的重要度合計は，(2.8)式で表わされる． 
 
 
 
                    (2.8) 
ISTA：技術品質項目 Aの短期的重要度の合計値 
STi ：市場品質項目(1)の短期的重要度の点数値 
ai   ：技術品質項目 Aと市場品質項目(1)の関係性の点数値 
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Table 2.11 「時間軸」を考慮したＱＦＤマトリクス表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また，同様に，技術品質項目 A の中長期的重要度合計は，(2.9) 式で表わされる． 
 
 
                                                                                    (2.9) 
ILTA：技術品質項目Aの中長期重要度の合計値 
LTi   ：市場品質項目(1)の中長期重要度の点数値 
ai      ：技術品質項目 A と市場品質項目(1)の関係性の点数値 
 
なお，この場合の短期，中長期の期間（年数）の考え方は，企業や製品によって異なる
が，今日のように変化が目まぐるしい状況下においては，短期は概ね 1～2年程度，中長期
は概ね 2～7年程度が一般的と考えられる． 
（２）知的財産権の出願戦略を考慮したＱＦＤマトリクス表 
本研究では，ＱＦＤマトリクス表に記載される技術品質に，新しく知的財産権（特許
権，意匠権など）との関係性を明記した．具体的には，Table 2.12のとおりであるが，これ
は Table 2.11のＱＦＤマトリクス表にさらに以下の内容を追記したものである． 
①  既に知的財産権を出願済みの技術品質項目 
…項目毎に，出願番号や請求項別の関係性を明記した． 
A B C D …
項目 短期 中長期
(1) ST 1 LT1 a 1 b 1 c 1 d 1 …
(2) ST 2 LT2 a 2 b 2 c 2 d 2 …
(3) ST 3 LT3 a 3 b 3 c 3 d 3 …
(4) ST 4 LT4 a 4 b 4 c 4 d 4 …
(5) ST 5 LT5 a 5 b 5 c 5 d 5 …
… … … … … … …
(n) STn LTn a n b n c n d n …
IST A IST B IST C IST D …
ILT A ILT B ILT C ILT D …
技術品質
短期的重要度　合計
中長期的重要度　合計
市
場
品
質
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② 今後，出願を検討する技術品質項目 
…出願するのか，あるいは営業秘密として社内ノウハウに留めるかについて，当該技術
の「検出可能性」の観点から判断し，記載した． 
 
Table 2.12 知的財産権の出願戦略を考慮したＱＦＤマトリクス表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注 1)出願済知財のα，β…は出願番号を示す．α1とは出願番号α（特許権）の請求項 1を意味する． 
(注 2)検出可能性の記入例…◎：高い，○：やや高い，×：低い（または多額のコストを要する） 
 
Table2.12において，今後，知的財産権の出願を検討する判断基準として「検出可能性」
を示したが，「検出可能性」とは，競合他社等の模倣製品や権利侵害製品が市場に出回っ
た場合，その製品をティアダウン（注：分解・分析すること．リバースエンジニアリング
とも言う）することで，権利侵害を検出できるか否かを意味するものである[21]． 
知的財産権は，出願後一定期間を経過すると，その内容・ノウハウ等は公開されてしま
うため，一般的には「検出可能性」が高いと判断される場合（Ａのケース）は出願・権利
取得することで自社の市場優位性を確保し，逆に「検出可能性」が低い場合（Ｂのケー
ス）は出願せずに，社内の「営業秘密」[注 2]としてノウハウに留めることが，市場戦略
上は有効とされる（Fig.2.13参照）[22]． 
また，既に出願済みの知財について，さらに検討を加える場合においては， 
A B C D E …
α1 α2 β1 …
◎ ○ × ○ ◎ …
項目 短期 中長期
(1) ST 1 LT1 a 1 b 1 c 1 d 1 ｅ 1 …
(2) ST 2 LT2 a 2 b 2 c 2 d 2 ｅ 2 …
(3) ST 3 LT3 a 3 b 3 c 3 d 3 ｅ 3 …
(4) ST 4 LT4 a 4 b 4 c 4 d 4 ｅ 4 …
(5) ST 5 LT5 a 5 b 5 c 5 d 5 ｅ 5 …
… … … … … … … …
(n) STn LTn a n b n c n d n e n …
IST A IST B IST C IST D IST E …
ILT A ILT B ILT C ILT D ILT E …
市
場
品
質
短期的重要度　合計
中長期的重要度　合計
項
目
出願済知財(注1)
検出可能性(注2)
技術品質
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A-1 早期審査請求[注 3]を行い，出願済みの知財の早期権利化を目指す． 
A-2 先に出願した内容に改良を加えた国内優先権主張[注 4]を行い，権利化の確実性を向
上させる． 
A-3 とくに何もしない． 
の３つの選択肢が考えられるが，とくに A-1 の早期審査請求はわが国では中小企業にのみ
認められた制度であり，中小・ベンチャー企業にとっては機動的な意思決定が求められ
る．同様に，A-2の国内優先権主張は最初の特許出願後１年以内に行う必要性があること
から，戦略的かつ時限性ある経営判断が求められる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2.13 知財出願の意思決定フロ  ー
 
重要な点は，以上のような知的財産権の出願戦略に関して，単に技術品質のみの視点か
ら判断するのではなく， 
① ＱＦＤマトリクス表における市場品質との関係性において有益か， 
② 短期的または中長期的重要度の分析視点から市場競争力を維持できるか， 
③ 新製品の生産の「揺らぎ」にどの程度の影響をもたらすのか， 
等について冷静に判定することである．とくに，中小・ベンチャー企業にとっては，大企
業との比較優位性を発揮する上で，こうした判断の視点は不可欠と言える． 
（３）「点数配分のルール」における考察 
前述のとおり，ＱＦＤマトリクス表は技術品質と市場品質の関係性について，1点，3 
A-1.早期審査請求を行い、早期権利化
      を目指す。
A-2.先に出願した内容に改良を加えた
　　　国内優先権主張を行い、権利化の
　　　確実性を向上させる。
A-3. とくに、何もしない。
Ａ．出願し、権利化を目指す。
Ｂ．出願せず、社内の営業秘密
　として、ノウハウを保有する。
出願済の知財についてさらに
検討を加える場合これから出願を検討する場合
自社技術を模倣された場合、
それを検出可能か？
Yes
Nos
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点，5点などの点数を記入し，定量的に分析するものである．しかし，この点数配分の仕
方は 1点，2点，3点や 1点，3点，5点，あるいは 1点，3点，9点など様々な事例があ
り，統一されたルールは示されていない． 
本研究では，以下の視点から，計５通りのケースについて比較し，最も有効なケースに 
ついて考察した（Table2.13参照）． 
① 指数法則の視点（４：２：１と９：３：１の２通り） 
② 「評価の中心化傾向」[注 5]を排除するという考え方から，３段階（奇数）と４段階
の比較 
Table2.13 点数配分ルールにおける考察 
 
 
 
 
 
（４）デルファイ法による点数化における客観性の向上 
本研究では，デルファイ法の手法を用い，ＱＦＤマトリクス表における点数化の客観性
向上を試みた． 
とくに中小製造業の知的財産戦略を含めた市場競争力の有効性や持続性について客観的
に判定する必要があるとの観点から，企業幹部など社内関係者に加え，弁理士，発明協
会，中小企業診断士，中小企業支援機関，行政機関，金融機関など外部専門家による支援
グループを結成し，複数回の反復ヒアリング及びグループインタビュー等を繰り返すこと
で，個人の主観的判断を極力排除し，客観性ある意見収束を実施した． 
 
2.2.6 企業実データによる結果の検証 
本研究では，Ｂ社（小型電子モーター製造）の実データを使い，提案手法の有効性につ
いて検証した．Ｂ社の代表的な新製品として，「小型チューブポンプ」（ブラシレスモー
タ駆動，写真 3）であるが，同製品は従来製品と比較し，薄型サイズ，高吐出圧力，省電
力・長寿命，簡易着脱性など多くの技術優位性を有する．支援当初（2008年 9月）は，特
許１件を出願済み（2007年 10月），さらに１件を出願準備中であった． 
 
 
 
区分 段階評価 点数配分
case1 ３(奇数)段階評価 4点、2点、1点
case2 ３(奇数)段階評価 9点、3点、1点
case3 ４(偶数)段階評価 4点、3点、2点、1点
case4 ４(偶数)段階評価 7点、5点、3点、1点
case5 ４(偶数)段階評価 9点、5点、3点、1点
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写真 2.1 Ｂ社の新製品「小型チューブポンプ」（前掲） 
 
しかし，Ｂ社は社長以下，社員の多くが技術者であったため，自社製品がどのような市
場ニーズにマッチングし，販売実績へと結び付くのか，そして何よりも「どれだけの販売
量を見積って，生産計画を立案すれば良いのか」，つまり生産の「揺らぎ」については今
ひとつ見極められていなかった．そこで，弁理士，中小企業支援機関など外部専門家によ
る支援グループを結成し，約３年間にわたり，以下の様な本研究に係わる支援活動を実施
した[注 6]． 
（１）「時間軸」を考慮したＱＦＤマトリクス表の作成 
 Ｂ社製品「小型チューブポンプ」の標的市場のひとつとして「家庭用燃料電池」が検討
されていたが，この市場の成長性が不透明であったため，「時間軸」を考慮したＱＦＤ
マトリクス表（Table2.14参照）を作成し，当社の持続性ある市場競争力および今後の技
術強化ポイントの絞り込み作業を行った． 
その結果，技術項目において，短期的には重要度が高くなくても（100点未満），中長
期的には重要度が高い（120点以上）項目（ダイレクトドライブ，モーター・ポンプサイ
ズ等）が明らかになり，中長期的な視点における技術強化ポイントが明確化された． 
（２）ＱＦＤマトリクス表作成における知的財産権の出願戦略の明確化 
 Table2.14のＱＦＤマトリクス表に，知的財産権の出願戦略を明確化するため，技術品質
項目の検出可能性，知的財産権との関係性などについて明記した．また，上述の技術強化
ポイントの明確化により，当初出願準備中であった技術品質項目については，早急に出願
し，技術優位性を確保することの必要性が明らかになった． 
その結果，特許βの出願（請求項は，ダイレクトドライブ，ガタツキ防止構造，工具レ
ス着脱など）および出願後１年以内の国内優先権主張（請求項として，モーター・ポンプ
サイズを追加し，その数値範囲を特定）の実現に成功した． 
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Table2.14 Ｂ社のＱＦＤマトリクス表 
(注)９：３：１の３段階評価による点数配分． 
 
（３）「点数配分のルール」にもとづく考察 
 本研究では，Ｂ社のＱＦＤマトリクス表作成にあたり，Table2.13の点数配分ルールにも
とづき，計５通りのケースについて比較した．その結果，最高点から最低点までの範囲を
重要度の分散の範囲とみなすと，短期的重要度では case2が，中長期的重要度では case5が
最も範囲が広く，有効な結果を示した（Fig.2.14参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
区分
耐
久
性
柔
軟
性
電
磁
音
省
電
力
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ ◎ ◎
請1 請2 請3
請1 請2 請1
請1 請3 請2 請1
短期 中長期
1 3 3 9 1 9 3 1 1 1 1 9
1 3 9 9 1 1 1 9 1 3 3 9 3
9 9 9 1 9 1 9 1 9 3 9 1 3
最大流量増 3 3 1 9 9 3 1 9 1 1
最小流量減 1 1 1 9 9 3 1 9 1 1
1 1 9 1 3 1 3 1 1
精度 3 3 3 9 9 1 9 3 9 9
経年変化 1 1 3 1 3 1 3 9 3 3
少脈動 1 1 1 9 1 3 3 1 9
3 3 3 3 3 3 1 9
消費電力 1 3 3 1 1 3 3 1 3 1 3 3 9
耐薬品性 3 3 3 9
気体搬送 1 1 9 1 1
3 9 9 9 3 3 3 3 3 3 3 3 1 1 1 1 1 3
132 65 172 79 55 93 64 118 111 132 40 40 12 13 60 54
216 157 196 123 85 117 90 158 139 156 58 46 36 37 72 90
メンテナンス（着脱）
その他
価格
短期的重要度　　合計
中長期的重要度　合計
市
場
品
質
項目
顧客重要度
小型・薄型
静音
長寿命
吐出量
吐出圧力
吐出
安定性
バ
ラ
ツ
キ
（
個
体
差
）
駆
動
回
路
工
具
レ
ス
着
脱
エ
ア
チ
ャ
ン
バ
ー
（
外
付
）
検出可能性
知的
財産権
特許α(2007.10出願)
特許β(2009.4出願)
特許β(2010.4国内優先権主張)
駆
動
ト
ル
ク
軸
受
（
強
靭
性
）
回
転
数
検
出
・
制
御
ガ
タ
ツ
キ
防
止
構
造
サ
イ
ズ
（
径
）
材
質
技術品質
モーター・ポンプ チューブ その他
項
目
Ｂ
Ｌ
モ
ー
タ
駆
動
ダ
イ
レ
ク
ト
ド
ラ
イ
ブ
チ
ュ
ー
ブ
ポ
ン
プ
方
式
サ
イ
ズ
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Fig.2.14 Ｂ社「点数配分のルール」にもとづく考察① 
 
なお，case2と case5については，技術品質の各項目の点数結果に大きな違いはない
（Table2.15参照）． 
 
Table2.15 Ｂ社「点数配分のルール」にもとづく考察② 
220
200
190
180
172
160
140
122
120
100
80
60
56 54
40
20
23
6 6 9 9
0
143
160
213
25
case1 case2 case3 case4 case5
12
63
36
216
61
1112
短
期
中
長
期
短
期
中
長
期
短
期
中
長
期
短
期
中
長
期
短
期
中
長
期
区分
耐
久
性
柔
軟
性
電
磁
音
省
電
力
３(奇数)段階評価 36 26 56 34 23 23 27 36 41 36 23 18 6 7 20 20
4点、2点、1点 52 43 63 45 31 30 34 46 49 42 29 20 12 13 24 28
３(奇数)段階評価 132 65 172 79 55 93 64 118 111 132 40 40 12 13 60 54
9点、3点、1点 216 157 196 123 85 117 90 158 139 156 58 46 36 37 72 90
４(偶数)段階評価 36 26 54 31 20 23 25 31 36 29 23 16 6 6 20 18
4点、3点、2点、1点 52 43 61 42 28 30 32 40 44 35 29 18 12 11 24 26
４(偶数)段階評価 91 53 122 59 39 61 50 68 77 70 38 28 10 9 48 38
7点、5点、3点、1点 143 111 140 93 63 79 70 94 99 88 54 32 28 23 58 64
４(偶数)段階評価 131 65 160 63 39 93 52 78 83 80 40 28 12 9 60 42
9点、5点、3点、1点 213 157 184 107 69 117 78 110 111 104 58 34 36 25 72 78
短期的重要度　　合計
中長期的重要度　合計
case1
case2
case3
case4
case5
ケ
ー
ス
点数配分基準
短期的重要度　　合計
中長期的重要度　合計
短期的重要度　　合計
中長期的重要度　合計
短期的重要度　　合計
中長期的重要度　合計
技術品質
チューブ その他
項
目
ガ
タ
ツ
キ
防
止
構
造
サ
イ
ズ
（
径
）
バ
ラ
ツ
キ
（
個
体
差
）
駆
動
回
路
工
具
レ
ス
着
脱
エ
ア
チ
ャ
ン
バ
ー
（
外
付
）
モーター・ポンプ
材
質
Ｂ
Ｌ
モ
ー
タ
駆
動
ダ
イ
レ
ク
ト
ド
ラ
イ
ブ
駆
動
ト
ル
ク
軸
受
（
強
靭
性
）
回
転
数
検
出
・
制
御
中長期的重要度　合計
短期的重要度　　合計
チ
ュ
ー
ブ
ポ
ン
プ
方
式
サ
イ
ズ
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以上の結果から，Ｂ社のような中小企業であり，とくに知的財産権について迅速かつ明
確な戦略上の判断が求められる場合には， 
① 点数配分は，３段階が作業が平易であるとともに，有効な結果を示す． 
② 点数配分ルールが，指数法則にもとづいており，一定の客観性がある． 
等の理由から，case2（９：３：１）が最適であることが判明した． 
（４）デルファイ法による意見収束 
 本研究では，Ｂ社のＱＦＤマトリクス作成にあたり，製品特性と標的市場の関係性をは
じめ，上述した時間軸の考慮，知的財産権の出願戦略の明確化，点数配分ルールなど，全
てのテーマをデルファイ法の手法にもとづき，意見収束を図った． 
 
Table2.16 デルファイ法によるＢ社テーマの意見収束の状況 
 
具体的には，当社メンバーおよび外部専門家による合同作業チームを結成し，計８回の
ヒアリングアンケートおよびグループミーティングを重ね，内容・テーマの絞り込みと意
見収束を繰り返した（Table2.16参照）．また，何よりも作業偏重にならず，当社の最終的
な技術経営戦略に繋げることを目的とし，回数を重ねる毎にミーティング出席人数を絞り
込み，前回の意見集約を次回ミーティングまでに精査する手法を繰り返した． 
Ｂ社の主要製品「小型チューブポンプ」の標的市場としては，本研究以前から，①医療
分野（薬液供給の点滴用シリンジポンプ等），②水冷分野（電子機器等への冷却液体搬送
用）があり，さらに今後有望な標的市場として③家庭用燃料電池（短期，中長期）を加
え，計４つの標的市場についてＱＦＤマトリクス表による技術品質と市場品質の関係性を
明確化し，一定の客観性ある市場競争力の判定を行った． 
（５）バランススコアカードによる戦略ロードマップ作成 
本研究の一環として企業支援にあたったＢ社に対しては，まず，前述のＱＦＤ技術品質
項目の標的市場別の分析結果を可視化し（Fig.2.15参照），当社メンバーおよび外部専門家 
による合同作業チームメーバー全員による意識共有を図った． 
回数 年月日 主なテーマ
1 2013.8.26 製品特性と標的市場の関係性 5名 6名
2 2013.9.15 技術品質、市場品質の精査 4名 3名
3 2013.9.30 ＱＦＤ作成基準の明確化 5名
4 2013.10.14 ＱＦＤ時間軸の精査 3名
5 2013.10.21 ＱＦＤと知財出願戦略の整合性 5名
6 2013.11.19 ＱＦＤ点数配分ルールの精査
7 2013.11.25 ＱＦＤと技術経営戦略の整合性
8 2013.12.18 最終まとめ、総括
外部専門家当社メンバー
社長、
開発技術課長
製造技術課長ほか 3名
中小企業診断士、
弁理士、
中小企業支援機関
行政関係者
金融機関関係者ほか
3名
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Fig.2.15 ＱＦＤ技術品質項目の標的市場別の結果 
 
次に，この分析結果を踏まえた上で，バランススコアカード（ＢＳＣ）の手法を用い，
標的市場を想定した今後の技術強化ポイントや知的財産権の出願戦略（国内優先権主張等
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を含む）等について「時間軸」を考慮した「戦略ロードマップ」を作成した（Table2.17参
照）． 
Table2.17 Ｂ社のＢＳＣの手法による「戦略ロードマップ」 
（注 1）2010年度 TKC経営指標「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（日本産業標準分類・中分類）の 
黒字企業平均値． 
（注 2）上表は，実際にＢ社にて作成されたものをベースに営業秘密・秘匿情報等を省略したもの． 
 
ＢＳＣは，1990年代にハーバードビジネススクールで生まれた戦略経営のためのマネジ
メント手法であり，企業業績の結果である「財務の視点」に加え，「顧客の視点」（市場
品質との適合性など），「業務プロセスの視点」（製品の技術品質など）および「成長と
学習の視点」（組織体制，人材育成など）の４つの視点から総合的に経営を評価し，バラ
ンスのとれた戦略経営を行うための業績評価ツールである．また，「戦略ロードマップ」
昨年度
現在
（2009年度）
課題・目標
短期
（2010年度）
中期
（2011～12年度）
長期
（2013年度～）
部門売上高 - - 532百万円（注1） 10億円 20億円
部門ＰＨ売上高 - - 12百万円（注1） 33百万円 67百万円
部門粗利益 - - 91百万円（注1） 2億円 5億円
部門粗利益率 - - 17.1%（注1） 20.0% 25.0%
①チューブ耐久性向上ニーズ チューブ材質再検討
②流量範囲拡大ニーズ チューブ径設計変更
③吐出安定化、流量制御ニーズ 回転数検出・制御
④脈動低減ニーズ エアチャンバー開発
⑤耐薬品性ニーズ メーカーとの共同開発
①ガタツキ防止ニーズ 特許国内優先権主張
②流量範囲拡大ニーズ チューブ径設計変更
③チューブ耐久性ニーズ チューブ材質再検討
①ガタツキ防止ニーズ 特許国内優先権主張
②チューブ耐久性ニーズ チューブ材質再検討
切削製造 早期量産化のための設備投資
金型製作、月100個量産化
→コストダウン
複数社取引、月3万個量産化
→コストダウン
複数社安定取引継続、
月10万個量産化→コストダウン
長 長寿命化技術 1,500h 5,000h
チューブの耐久性向上
（チューブメーカーとの共同開発）
1万h
（冷却（水冷）市場）
4～5万h
（家庭用燃料電池市場）
薄 薄型化技術 φ28×H14.5mm
φ33×H14.5mm
特願2009-100644
優先権主張
さらなる小型化技術
さらなる小型化技術
（冷却（水冷）市場、
家庭用燃料電池市場）
静 静穏化技術 駆働回路（電磁音）の改善
強 流量範囲拡大技術 0.8～15ml／分 1～70ml／分
モータートルクとポンプ径の
良好バランス
1～150ml／分
（冷却（水冷）市場）
引き続き、さらなる改良
吐出安定化技術
（吐出量）
組立てによる個々のバラツキ修正
（チューブ材質安定化）
±10％
（医療機器市場）
±8％
（医療機器市場）
引き続き、さらなる改良
吐出安定化技術
（脈動防止）
脈動低減
メンテ簡易化技術
工具レス着脱
特願2009-100644
Ｄカットのさらなる改良 シャフト寸法変更
ガタツキ防止技術
ガタツキ防止構造
特願2009-100644
ガタツキ防止構造のさらなる改良 改善完了
省 省エネ技術 駆動回路（省電力）の改善
駆動回路の改善
（医療機器市場）
耐 耐薬品性技術
チューブの材質改善
（チューブメーカーとの共同開発）
耐薬品性の実現
（医療機器市場）
2008.9.30
優先権主張
2009.4
公開
2009.4.17
出願
2010春
 国内優先権主張
（薄型化技術を追加）
2010.10
公開
取得・登録
185名
20名、親企業グループの再
編により製造部門を分離
企業信頼性の向上による新規人材採用 20名 30名
80名
（内部社員30名、
製造50名）
製造は外部委託
医療機器メーカーとの連携
（ＯＥＭ生産）
チューブメーカーとの
共同開発
安定量産化に向けた
生産組織体制
製造部門の人員確保
（外部委託、人材派遣等）
キ
ャ
ク
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点
チ
エ
新たな特許出願
①吐出安定化、②長寿命化、③脈動防止（低減）、④小型化、⑤流量
範囲拡大、⑥省電力化、⑦耐薬品性、⑧流量監視、⑨その他組合せ等
①権利化による企業信頼性の向上
②優先権主張による市場競争力の強化
③早期審査請求促進
④拒絶対策
取得・登録
モ
ノ
現状の技術レベルで市場ニーズわ十分充足していると判断される
外付けエアチャンバーによる脈動低減
（医療機器市場）
・安定受注による量産化
　体制の確立
・市場競争力の強化
・導入期、今後の市場成熟
・技術開発競争激化に
　伴うメーカー系列化
顧客取引に伴う生産体制
・医療機器認定申請
・医療機器メーカーとの
　連携（ＯＥＭ生産）
・製品の安定供給体制の
　確立
医療薬液供給市場
従業員数
成
長
と
学
習
の
視
点
ヒ
ト
組織、外注、業務提携
サンプル
出荷段階
33dB
±20％
脈動あり
カ
ネ
冷却（水冷）市場
家庭用
燃料電池市場
財
務
の
視
点
顧
客
の
視
点
安
定
簡
特願2008-252837
(チューブポンプ)
当初出願2007.10.3
特願2009-100644
(ポンプ着脱交換)
要
素
技
術
開
発
知
的
財
産
戦
略
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とは，企業の現・短期から中長期にわたる経営課題と解決手段，方向性などを示す計画書
を意味する． 
本研究において，この「戦略ロードマップ」を作成する上で，とくに留意した点は以下
のとおりである． 
① 通常のＢＳＣでは，「財務の視点」（カネ），「顧客の視点」（キャク），「業務プ
ロセスの視点」（モノ），「成長と学習の視点」（ヒト）の４つの視点を用いるが，さ
らに，「知的財産戦略」（チエ）の視点を加える． 
② この理由は，本節においては「外的」な生産の揺らぎを軽減させるための知的財産戦
略（市場競争力の強化）をテーマとしており，「業務プロセスの視点」に知財戦略を関
連づけた方が，より有効と考えられるからである． 
③ 「顧客の視点」（キャク）における標的市場の市場品質ニーズに番号を付し，「業務
プロセスの視点」（モノ）における要素技術開発と対応させることで，両者のマッチン
グ性が確保されているかを明確化した． 
④ 総合的な技術経営戦略の視点から，財務資料，生産体制，人材確保，外部関係先との
共同開発等について検証し，Ｒ＆Ｄ型企業へ「軸足」を移しつつあるＢ社にとって有効
となる支援ロードマップの作成を心掛けた． 
 
一般に，新製品の市場競争力や生産の「揺らぎ」を 100％客観的に判定することは困難
ではあるが，本研究における提案手法により，その有効性が一定程度は検証された．ま
た，何よりも，市場優位性を発揮するための技術経営戦略上の視点においては，本研究に
おける手法は有益と言える． 
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第３章 中小製造業における「内的」な 
生産の揺らぎへの対応 
 
 
市場に生産財を供給する中小製造業にとって，その生産工程において様々な「揺ら
ぎ」が発生することは既に述べた．生産の「揺らぎ」は，その発生原因によって，
「外的」なものと「内的」なものに大別されるが，本章では後者を取り上げる． 
「内的」な生産の揺らぎとは，あくまで社内の「内部環境」における生産の揺らぎ
であり，「外的」な生産の揺らぎとは別次元のものを意味する．例えば，仮に「外的」
な生産の揺らぎの代表例（既存製品の場合）である需要予測の的中率が 100％であっ
たとしても（現実的にはそういうケースは皆無と言えるが），また仮にＱＦＤなどの
手法を用いて市場競争力が極めて強い新製品を開発できたとしても，それらのことと
は別次元の企業内部の生産現場で展開される「揺らぎ」を意味する． 
したがって，中小製造業においては，「外的」な生産の揺らぎへの対応に加え，
「内的」な生産の揺らぎへの対応を合わせて実施できれば，さらに効果的な生産現場
の改善につながり，最終的には企業競争力が向上する結果となる． 
本章では，「内的」な生産の揺らぎへの対応について，前章と同様に，既存製品の
場合と新製品の場合に分けて，その具体的手法について考察する． 
 
3.1 既存製品における「内的」な生産の揺らぎへの対応 
 
3.1.1 既存製品における「内的」な生産の揺らぎの現状 
一般に，製造業（とくに中小製造業）において既存製品を生産する場合，予め決め
られた生産計画に対し，何の「揺らぎ」も発生せずに順調に生産活動が行われるケー
スは，極めて少ないのが現状である． 
 中小製造業における「内的」な生産の揺らぎの代表例としては，以下の様なものが挙げ
られる． 
① 前日作業の積み残し等による生産計画の調整 
② ボトルネック工程の発生による工程間の仕掛品の発生 
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③ 多品種生産による段取り替え回数の増加 
④ 特急注文による生産計画のリスケジューリング 
⑤ 不良品発生による製品歩留まりの変動 
 上記の代表例のうち，本研究では，まず②にフォーカスする．なぜならば，②は業種や
製品の種類を問わず，どんな生産工程においても必ず存在するものであり，またその対策
を講ずることで，②以外の要因に対し，ダメージを軽減する効果を持つためである． 
 
3.1.2 「内的」な生産の揺らぎとＴＯＣ理論 
 生産工程における「内的」な生産の揺らぎの代表例であるボトルネック工程への対応を
考察する場合，先行研究の代表的なものとしては，ＴＯＣ（Theory Of  Constraints）理論が
挙げられる． 
ＴＯＣ理論とは，イスラエルの物理学者であるエリヤフ・ゴールドラット博士によって
提唱された理論であり，企業において目的（ゴール）の達成を妨げる制約条件（Constraints）
に着眼し，その改善を進めることによって企業業績の急速な改善をもたらすことを目的と
する手法として知られている[23][24]． 
 ＴＯＣ理論においては，Fig.3.1のように，企業における個々の活動がチェーンの輪とし
て例えられる．輪の中にひとつだけ強度の弱い輪（ボトルネック）があれば，それがチェ
ーン全体の強度となる．すなわち，チェーン全体の強度は，最も弱い輪の強度と等しい．
また，チェーン全体の強度を上げるためには，最も弱い輪を探してその強度を高めれば良
く，逆にそれ以外の輪の強度をいくら高めてもチェーン全体の強度の向上にはつながらな
い．つまり，チェーン全体の強度は，最も弱い輪の強度に制約を受けることになる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.1 ＴＯＣ理論の概念［25］ 
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3.1.3 ボトルネック工程とＤＢＲ理論 
生産工程においてＴＯＣ理論を適用させるためには，生産工程において制約（ボトルネ
ック）になっているものに着眼し，それを集中的に管理・改善することで全体最適を目指
すことが必要になる．このボトルネックを管理・改善する手法としては，先述のゴールド
ラット博士らのＤＢＲ（Drum Buffer Rope）理論がよく知られている[4]． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.2 生産工程におけるＤＢＲ理論の考え方[26] 
  
ＤＢＲ理論は，ＴＯＣ理論にもとづき，全体として生産アウトプットの最適化を達成す
ることを理論化した生産計画手法である．ゴールドラット博士らは，著書「ザ・ゴール」
[1]の中で，生産工程をボーイスカウトの行進に例え（Fig.3.2参照），最小限のバッファ
（仕掛品）でボトルネック工程の能力を最大限引き出すことを狙いとしている． 
ＤＢＲ理論におけるドラム，バッファ，ロープの各々の役割は以下のとおりである． 
①ドラム（Drum） 
・歩くスピードが一番遅い少年（ボトルネック）のペースに合わせてドラム（太鼓）を
叩くことで，隊列全体のスピードやペースをコントロールする． 
②バッファ（Buffer） 
・ボトルネックの少年が停止してしまうと，さらに全体の行進が遅れるため，ボトルネ
ックが停止することがなく，常に歩けるよう前の少年（前工程）との間に一定量(ま
たは時間相当)の余裕（生産工程においては仕掛品を意味する）を設ける． 
③ロープ（Rope） 
・隊列の先頭者（上流工程）が必要以上に前に進まない様に，ボトルネックの少年と先
頭者をロープで結び，隊列全体の間延びをコントロールする（上流工程からの材料投
入を規制する）． 
上流工程 下流工程 
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3.1.4 本研究における提案手法 
 本研究では，ＤＢＲ理論にもとづき，独自の手法として，以下の２つのバッファコント
ロール手法を用い，中小製造業における「内的」な生産の揺らぎ（既存製品の場合）につ
いて考察する． 
（１）ペトリネットによるバッファコントロールの図式化 
生産工程において，ボトルネック工程の前にバッファを設ける効果を視覚的にわかりや
すく表現するため，独自の図式化モデルとして，ペトリネットの手法を用いる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.3 ペトリネットモデルの一例（Ａ社のケース，詳細後述） 
 
ペトリネット[27]は，非同期的でかつ並列的に振る舞うシステムに対し，その中での情
報の流れや制御を記述し，解析するために考え出された視覚的かつ数学的な離散事象シス
テムをモデル化するツールである（Fig.3.3参照）．ペトリネットの要素と離散事象システ
ムの構成要素との間には，Table 3.1に示すような対応関係があり，離散的要素を持つモデ
ルの記述能力に優れている． 
 
Table 3.1 ペトリネットの定義 
 
 
 
 
 
 
 
要素 記号 意味
プレース ○ 状態
トランジション ｜ 事象
トランジションの発火 事象の生起
トークン ● 要素
カラートークン 要素の属性
アーク → 要素の流れの方向
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Fig.3.5 圧着端子の構造 
（２）移動ロットサイズによるバッファコントロール 
前述のとおり，ボトルネック工程前にバッファを設けることは，円滑な生産活動を行う
上で有効であるが，だからと言って必要量以上のバッファは工程間のムダを生み，生産リ
ードタイムの長期化を招く．したがって，実際の生産現場においては，このバッファサイ
ズの適正なコントロールが不可欠となる． 
本研究では，ＤＢＲ理論にもとづき，独自の手法として，バッファサイズの適正なコン
トロールにおいて効果的な方法である移動ロットサイズの調整によって生産の「揺らぎ」
を最小化することを試みる．移動ロットサイズとは，次の生産工程へ１回に渡すロットサ
イズであり，総生産個数が同じでも移動ロットサイズを小さくする（いわゆる「小分け」
にする）ことで生産リードダイム（総生産時間）が短縮化される効果がある． 
 
3.1.5 企業実データによる結果の検証 
上述した本研究における２つの提案について，Ａ社の実データを用い，その結果を検証
する． 
Ａ社の主要品目である圧着端子の生産工程の流れ（概略図）をFig.3.4 に示す．Ａ社で
は，①平板状の無酸素胴をプレス機で成形・型抜きし(プレス工程)，②脱脂後(脱脂工
程)，③筒部の合わせ目を溶接で接合し(ろう付け工程)，④メッキ処理(メッキ工程)を
施した後に，⑤検査工程を経て出荷している． 
 
Fig.3.4 Ａ社の生産工程（概略図、前掲） 
 
Ａ社の生産工程のうち，ボトルネック工程は「ろう
付け工程」である．ろう付け工程とは，圧着端子の筒
部の Joint 部分（合わせ目）を溶接で接合する工程で
あり(Fig.3.5参照)，製品群によっては加工難易度が
高く，最も慎重かつ時間を要する工程である． 
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（１）ペトリネットによるバッファコントロールの図式化の検証 
このボトルネック工程において，ＤＢＲ理論にもとづくバッファを設ける場合と設
けない場合とを，ペトリネットモデルを用いた図式化によって比較する． 
① バッファを設けない場合 
ボトルネック工程前にバッファを設けず，仕掛品が滞留している状況を，図式化モ
デルであるペトリネットモデルを用い，Fig.3.6に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.6 バッファを設けない場合のペトリネットモデル 
 
 Ａ社の生産工程のペトリネットモデルにおいて，Fig.3.6は以下のそれぞれの構成要素を
示しており（Table 3.2参照），ボトルネック工程前に仕掛品が滞留していることが視覚
的にわかる． 
Table 3.2 Ａ社の生産工程のペトリネットモデル 
 
②バッファを設ける場合 
 上記の状況において，ＤＢＲ理論にもとづき，ボトルネック工程前にバッファを設けた
場合のペトリネットモデルを Fig.3.7に示す． 
 
要素 記号 意味 Ａ社のモデル
プレース ○ 状態 それぞれの生産工程
トランジション ｜ 事象 各工程における加工作業
トークン ● 要素 一定ロットサイズの仕掛品
アーク → 要素の流れの方向 工程の流れる方向
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Fig.3.7 バッファを設ける場合のペトリネットモデル 
  
Fig.3.6は，ＤＢＲ理論にもとづき，以下の事象を示している． 
① ボトルネック工程（ろう付け工程）前に１ロット分のバッファ（仕掛品）を設ける． 
② バッファ量を適正にコントロールするために，上流工程に投入される原材料をドラム
によってコントロールする． 
③ 以上により，ボトルネック工程の能力を最大限活用する． 
 Fig.3.7 によれば，バッファを設け，かつドラムで生産ペースをコントロールすることで，
ボトルネック工程前の仕掛品が減少していることが視覚的に検証されている． 
 
（２）移動ロットサイズによるバッファコントロールの検証 
 Ａ社の生産工程において，移動ロットサイズのコントロールによる生産リードタイムへ
の影響をFig.3.8に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.8 移動ロットサイズのコントロールによる生産リードタイムへの影響 
 
プレス
ろう付け
めっき
プレス A11 A12 A21 A22 A31 A32
ろう付け A11 A12 A21 A22 A31 A32
めっき A11 A12 A21 A22 A31 A32
1,500個
A1 A2 A3
4h 5h
時間
3,000個
A1 A2 A3
A1 A2 A3
ロットサイズ 工程
1h 2h 3h
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Fig.3.8は，ある製品を 9,000個生産する場合において，一度に加工するロットサイズが
3,000個であっても，次の生産工程へ１回に移動するロットサイズ（移動ロットサイズ）
を 3,000個→1,500個にする（1,500個の加工を終える毎に次工程へ送る）ことで，生産リ
ードタイムが５時間→４時間と，１時間短縮化されることを示している．生産リードタイ
ムが短縮できれば，生産現場においては次の製品生産などへの早期移行，すなわち生産回
転率の向上につながるなど，製造業にとって好循環サイクルをもたらす． 
移動ロットサイズを工夫・調整すること自体は，製造業においては従来からも経験則か
ら実施されてきた手法である．ただし，本研究においては，これをＤＢＲ理論にもとづき， 
既存製品の「内的」な生産の揺らぎを最小化するという視点で，改めて検証している． 
 
3.2 新製品における「内的」な生産の揺らぎへの対応 
 
3.2.1 新技術の導入による「内的」な生産の揺らぎへの対応 
本研究では，ＴＯＣ・ＤＢＲ理論にもとづき，新技術の導入による「内的」な生産の揺
らぎへの対応について考察する． 
ひとつの技術革新が，製造業の「内的」な生産の揺らぎを大きく改善する場合があ
る．製造業においては，日々新しい技術の開発や導入が検討され，実行される．その
目的としては，製品の高品質化のほか，製法特許など知的財産権取得による競合他社
との差別化，生産技法の効率化によるコストダウン，生産時間の短縮による取引先へ
の短納期化など様々であるが，それらは結果的にボトルネック工程の改善など，「内
的」な生産の揺らぎの低減させる効果をもたらす場合が多い． 
 
3.2.2 本研究における提案手法 
本研究では，ＴＯＣ・ＤＢＲ理論にもとづき，ボトルネック工程に対し、新技術を集中
導入する手法を提案する． 
実際の企業においては，生産工程や製品毎に加工難易度，加工時間，不良率（歩留
まり率），新技術への適応性などが異なるのが通例であるが，以下のような場合が最
も効果的といえる． 
① 新しい技術の導入は，全ての製品に適用されることが理想であるが，とくに中小
製造業の場合，限られた経営資源の中では現実的には難しい面がある．その場合，
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高い需要と利益率が見込まれる新製品など，その企業にとって最も戦略的に有効な
製品に集中導入されるのがベターである． 
② 新しい技術の導入は，新製品の生産工程のうち，最も加工難易度が高く，他の工
程と比較して作業に時間を要する工程（いわゆる「ボトルネック工程」）に導入す
るのが，最も効果的である． 
 
3.2.3 企業実データによる結果の検証 
本研究では，新製品における「内的」な生産の揺らぎについて検証するため，Ａ社
の実データを用い，Ａ社の生産工程において最も有効となる新技術の導入について考
察した． 
先述のとおり，Ａ社の生産工程のうち，ボトルネック工程は「ろう付け工程」であ
る．ろう付け工程とは，Ａ社の主要製品である圧着端子の筒部の Joint 部分（合わせ目）
を溶接で接合する工程である(Fig.3.9参照)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.9  圧着端子の Joint部分（前掲） 
 
Ａ社では，これまで Joint 部分を溶接する際，一般的なガス溶接を採用していた．こ
の従来技法の課題としては，以下の点が挙げられる． 
① 不良率が高く，製品の歩留まりが悪い． 
② ガス，酸素，ろう材が必要であり，加工コストが大． 
③ ガス使用により，多量のＣＯ２が発生．  
④ ガス溶接メーカーが廃業しているため設備更新ができず，老朽化が進んでいる． 
 
   Ａ社では，この課題解決のため，ガス溶接に代替できる溶接工法の技術開発を進
めてきた．現在，製造業において採用されている代表的な溶接技法を Table 3.3に示す． 
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Table 3.3  代表的な溶接技法 
（注）Ａ社の社内検討資料を一部加工． 
 
Ａ社では，この中で，新たな技法として既に自動車業界などで導入実績のある電子
ビーム溶接の導入が有効と考えている．電子ビーム溶接の導入は，圧着端子業界にお
いては過去に例がなく，作業工法としては新規性があるため，成功すれば競合他社に
対し優位性を発揮することが期待できる． 
また，電子ビーム溶接のメリットとしては， 
① 非常に高いエネルギー効率を有するため，電気代などランニングコストが削減 
② 冶具や加工設計が整えば，不良品はまず発生しない 
③ 電子を衝突させる工法のため，銅のような反射する金属同士でも加工可能 
④ 検査工程を含めた作業簡略化による人員削減 
等が挙げられ，前述の従来技法の課題をほぼクリアできる． 
一方で，電子ビーム溶接には，以下のデメリットも指摘されている． 
① 真空に近い超低気圧の作業環境が必要 
② 初期の設備導入コストが高い（１台約 6,000万円） 
 
ガス溶接
（旧技法）
アーク溶接 レーザー溶接
電子ビーム溶接
（新技法）
○ ○ △ △
50～1,170万円 680万円 3,000～5.000万円 約6.000万円
△ × × ○
160,000円／月 568,560円／月 483,000円／月 138,000円／月
溶接品質 △ × ○ ◎
×
不良率30％
ろう材の要否 必要 不要 不要 不要
備考 設備メーカー廃業
技術熟練度必要
大量生産不向き
銅は反射するため、
加工困難
亜真空の作業環境
が必要
生産性 ◎
初期導入コスト
ランニングコスト
△ ◎
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したがって，Ａ社ではこの新しい生産技術の設備投資効果を最大限に発揮するため，
今後の需要拡大が見込め，かつ加工難易度が高い新製品品目に絞り込み，よりスムー
ズかつ効果的な技術導入効果を狙った． 
 本研究では，Ａ社の実データを用い，以下の前提条件による総生産時間の比較を行
った． 
① 新技術（電子ビーム溶接）の導入は，Ａ社の主要５品目のうち，新製品であり，
かつ最も加工難易度が高い品目Ｃの生産において導入する． 
② 新技術は，品目Ｃの生産工程のうち，ボトルネック工程である「ろう付け工程」
に導入される． 
③ 品目Ｃの生産個数は，通常月平均の 3,000個×５ロット＝15,000個とする． 
なお，Ａ社の主要５品目について，新技術の導入前・導入後の生産工程の比較を 
Fig.3.10に示す． 
Fig.3.10 Ａ社の新技術導入による生産工程比較 
 
 また，総生産時間の比較結果を Table3.4に示す．新技術導入後は，従来工法と比較し
て総時間で削減の 23時間（▲44.8％）の短縮となっている． 
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Table3.4  新技術の導入による総生産時間比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般に，新技術の導入が生産時間の短縮をもたらすことは当然ながら予測可能である．
しかしながら，とくに中小製造業の場合，設備投資や技能訓練等の導入コストがネックと
なり，なかなか踏み切れないケースも多い． 
中小製造業にとっては，本事例のように対象製品の絞り込みや生産工程におけるボトル
ネック工程への集中投下等を行うことで，その導入効果を最大限に引き出すことができる
といえる． 
 
従来工法 新技術導入 差異
①プレス工程 150 150 －
②脱脂工程 360 360 －
③ろう付け工程 375 100 ▲275
④メッキ工程 1,440 1,440 －
⑤検査・計量工程 450 450 －
計 2,775 2,500 ▲275
①プレス工程 12.5 12.5 －
②脱脂工程 1.2 1.2 －
③ろう付け工程 31.3 8.3 ▲23.0
④メッキ工程 4.8 4.8 －
⑤検査・計量工程 1.5 1.5 －
計 51.3 28.3 ▲23.0
1ロットあたり
生産速度(分)
全生産時間
(時間)
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第４章 生産の揺らぎへの対応と 
プロダクトミックスの戦略的決定 
 
 
4.1 中小製造業における生産の揺らぎとプロダクトミックス 
本研究では，これまで第２章および第３章において，「外的」および「内的」な生産の
揺らぎについて，それぞれ考察した． 
本来，製造業においては，「外的」な生産の揺らぎと「内的」な揺らぎはそれぞれ独立
した要因である．例えば，需要予測の的中率が例え 100％であったとしても，企業はバッ
ファコントロールによる生産リードタイム短縮や新技術導入によるボトルネック工程の改
善等に取り組む必要があり，逆に企業内部の生産管理体制が例え万全であったとしても，
市場の変動要因等によって生産計画が左右されるケースは多い． 
一方で，近年，とくに中小製造業においては，市場ニーズの多様化に伴う多品種少量生
産が恒常化し，さらにはそのニーズを実現するための新技術導入による生産体制の確立な
ど，内外の環境変化に伴う経営革新の必要性が加速している．したがって，中小製造業に
おいては，「揺らぎ」の少ない生産体制の確立とともに，多くの製品群の中で最適なプロ
ダクトミックスを決定するための正当な評価手法を確立する必要がある． 
本章では，中小製造業において「揺らぎ」の少ない生産体制の確立を目指すことが、 
（１）最適なプロダクトミックスの戦略的な決定にどのような影響を及ぼすのか、 
（２）最適なプロダクトミックスを客観的に評価する手法はどのようなものが考えられるか、 
等について考察する。 
 
4.2 先行研究の課題 
 製造業のプロダクトミックスを決定するための代表的な判断指標のひとつに利益貢献度
分析が挙げられる。利益貢献度分析は，製品別の販売状況が企業全体の業績向上にどれほ
ど貢献しているかを正当に評価する代表的な指標のひとつであり，以下の(4.1)式によって
算出される． 
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       CPi = CSi× PRi × 100×TOi              (4.1)  
                              
ＣＰｉ   ：品目 i の利益貢献度 
ＣＳｉ  ：品目 i の売上構成比(%) 
ＰRｉ    ：品目 i の利益率(%) 
ＴＯｉ   ：品目 i の在庫回転率(回) 
 
また，品目 i の在庫回転率は，(3)式によって求められる． 
 
    ＴＯi＝ＳＲi／ＡIi                                         (4.2) 
 
ＴＯi ：品目 i の在庫回転率(%)， 
ＳＲi ：品目 i の売上総収入 
ＡIi   ：品目 iの平均在庫高 
 
しかしながら，利益貢献度分析は，売上構成比や利益率など企業内部の過去の会計デー
タによって計算されるのみであり，将来の市場ニーズを的確に考慮した需要予測手法やそ
れらを戦略的に活用したプロダクトミックスの決定手法に関連させて考察する研究は，こ
れまでなされてこなかった． 
また，これ以外に，製造業プロダクトミックスに関わる主な先行研究としては，以下が
挙げられる。 
① Sharma (2007)は，製造業の多品目生産における評価に関する研究として，一定の総生
産時間の制約条件下において，品目別の生産コストと生産割合（production rate）の置き
換えモデルを示している[28]． 
② 足立(2010)は，地方のある中小製造業における製造部門との営業部門との技術経営的ア
プローチにより，時間当たりの限界利益による評価アプローチについて論じている[29]． 
③ 加賀美(2010)は，営業部員による生産財マーケティングの必要性と新事業展開の関連性
を指摘している[30]． 
しかしながら，これらの先行研究では，以下の問題点が指摘できる． 
（１）プロダクトミックスの決定手法は，生産ではなく，「販売」や企業全体の利益貢献
度との関連性を重視する必要がある．なぜならば，企業のスループット（売上高－原
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材料費）は，適切な「販売」を通じてのみ生まれるものであり，決して「生産」を通
じて生まれるものではないからである[4]．  
（２）先行研究では，製品の年間需要量が計算上の前提条件として与えられており，需要
予測の精度がプロダクトミックスの決定にどのような影響を与えるかについては考察
されていない．  
（３）販売マーケットと密接な関係を有する営業部員の経験的な予測要因の重要性は指摘
されているが，それを決定変数として盛り込んだ需要予測モデルが提案されている訳
ではない．（注：本研究では、この点に関し、第２章第１節で新しい需要予測モデル
を提案した） 
（４）今後，需要増が予測される製品の円滑な生産を実現するための新技術導入が，生産
工程改善にどのように関連し，さらにプロダクトミックスの戦略的決定にどのように
活かされるのかについては，考察されていない． 
以上により，これらの問題点がより具体的なケーススタディにもとづくアプローチ手法
として提案されるならば，これまで以上に実用性の高い研究となるであろうという仮説が
成り立つ． 
 
4.3 本研究における提案手法 
4.3.1 新しい需要予測モデルと利益貢献度分析によるプロダクトミッ
クスの戦略的決定 
本研究では、第２章および第３章で提案した生産の揺らぎへの対応手法が，実際に中小
製造業において，プロダクトミックスの決定にどのように影響するかについて，その仕組
みを明らかにする． 
 本研究では，プロダクトミックス決定の判断指標として，利益貢献度分析を用いる．ま
ず、利益貢献度を構成する(4.1)式の右辺項目のうち在庫回転率ＴＯｉに着眼し，これが需
要予測の精度向上によってどのように変化するか，またその結果として，プロダクトミッ
クス決定の判断にどのような変化が生ずるかについて検証を行う． 
 
CPi = CSi× PRi × 100×TOi              (4.1，再掲)  
   ＴＯi＝ＳＲi／ＡIi                                    (4.2，再掲) 
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その具体的な仕組みは，以下のとおりである． 
① 製造業においては，とくに需要予測値＞実績値の場合，予実誤差がそのまま余剰在庫
となることから，需要予測の精度が向上すれば，上記(4.2)式における平均在庫高ＡIiが減
少する． 
② 平均在庫高ＡIiが減少すれば，上記(4.2)式における在庫回転率ＴＯｉは向上する． 
③ 在庫回転率ＴＯｉが向上すれば，上記(4.1)式における利益貢献度ＣＰｉは増大する． 
なお，卸小売業の「在庫」は完成品在庫のみであるのに対し，製造業の「在庫」は生産
進捗度によって材料在庫，仕掛品在庫，完成品在庫の３つに区分される．したがって，製
造業においてプロダクトミックスを決定する際は，生産工程の進捗度に応じた「在庫」を
正確に把握することが重要な意味を持つ． 
 
4.3.2 新しい生産技術の導入と利益貢献度分析によるプロダクトミッ
クスの戦略的決定 
中小製造業においては，新しい需要予測手法により市場の要求量が高いことが証明され
たり，あるいは将来的に需要増が見込める品目であっても，製造加工難易度が高いという
技術的制約のために，市場の需要量に見合う生産体制を実現できないというケースがよく
ある．もし，このようなケースにおいて，新しい生産技術が開発され，製品品質の向上や
生産リードタイムの短縮化が実現すれば，企業内のプロダクトミックスに大きな影響を与
えることが予想される． 
本研究では，需要予測により市場ニーズは高いことは証明されたが，一方で加工難易度 
が高い品目を取り上げ，新しい生産技術の導入前と導入後でプロダクトミックス戦略にど
のような効果が生ずるかについて定量的に比較することで，新しい生産技術導入の必要性
を判断する． 
また，プロダクトミックス決定の判断指標である利益貢献度を構成する(4.1)式の右辺項
目のうち利益率ＰRｉに着眼し，これが新しい生産技術の導入によってどのように変化する
かについて検証を行う．なぜならば，製造業において，新しい生産技術の導入は一般的に
作業時間の短縮化，人員および機械設備の省力化等による製造コストの削減につながるこ
とから，その結果として利益率を向上させ，利益貢献度を増大させる要因となるからであ
る． 
品目 iの粗利益率は，(4.3)式によって求められる． 
 
          GPRi＝ （SRi－PCi） ／ SRi                         (4.3) 
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GＰRi ：品目 iの粗利益率 (％) 
ＳＲi  ：品目 iの売上総収入 (円) 
PＣi ：品目 iの製造総費用  (円) 
 
なお，企業会計上の利益率には，粗利益率，営業利益率，経常利益率などいくつかの種
類があるが，本研究では「粗利益率」を用いる．なぜならば，「粗利益率」は製造業にお
いて品目別の配賦が困難な固定費（販売費・一般管理費）を控除する前の段階の利益率で
あるため，生産段階における品目別の利益率をより正確かつ実態に近い状態で把握でき，
プロダクトミックス決定の判断指標としては有効と判断されるためである． 
 
4.4 企業実データによる検証 
4.4.1 新しい需要予測モデルによる在庫回転率の向上 
Ａ社の実データと利益貢献度分析を用い，新しい需要予測モデルがプロダクトミックス
の決定に与える影響について，検証を行う． 
Table4.1は，Ａ社の主要５品目について，第２章で述べた新しい需要予測モデルにより
利益貢献度がどのように変化するかを示している．これによれば，需要予測モデル①（従
来技法）と需要予測モデル⑨（本研究における提案技法）との比較で在庫回転率が大きく
異なり，その結果が利益貢献度に反映している． 
注目すべきは，品目Ｄである．従来の需要予測モデル①による利益貢献度は，売上上位
５品目中最下位であったが，新しい需要予測モデル⑨による利益貢献度では第 3位と，順
位が向上している． 
 
Table4.1  需要予測モデルによる利益貢献度への影響 
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この結果は，中小製造業において市場性要因を考慮した新しい需要予測モデルの開発が，
単に予測精度の向上だけでなく，それまではプロダクトミックス上においては隠れていた
品目の利益貢献度をクローズアップさせたことを意味する． 
つまり，新しい需要予測モデルの開発が，最適なプロダクトミックス戦略に大きな影響
を与えることの証左といえる． 
 
4.4.2 新技術の導入による利益率の向上 
Ａ社の実データと利益貢献度分析を用い，望ましいプロダクトミックスを実現するため
の新しい生産技術導入の必要性について，考察を行う． 
Fig.4.1に，Ａ社の上記５品目について，新技術導入による製造工程の比較を示す．これ
によれば，Ａ社では電子ビーム溶接の導入により，ボトルネック工程である「ろう付け工
程」の作業速度が向上するとともに，製品歩留まりの改善にともなう製造コストの大幅な
削減が達成できたことになる． 
 
Fig.4.1   Ａ社の新技術導入による生産工程の新旧比較（前掲） 
 
Ａ社において，主要５品目のうち，需要予測により市場ニーズが高いことは証明された
ものの，生産上の技術的課題により市場の要求量に十分応えられていないのは，以下の３
品目である． 
機械 人 小型 機械 人
高速プレス機 5台 5名 サイズ0.3～8 2台 2名
《作業速度》
《作業速度》
3,300個/分
5,000個/分 検査・計量 人
単発プレス機P1～2 2台 2名 大型 《作業速度》 5名
サイズ100～ 2台 2名 計7.5h
《作業速度》 《作業速度》
20個/分 8個/分
中型
単発プレス機P3～5 3台 3名 サイズ10～99 3台 3名
《作業速度》
《作業速度》
67個/分
50個/分
電子ビーム溶接 1台 1名
《作業速度》
30個/分
【検査工程】【ろう付け工程】【プレス工程】 【脱脂工程】
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・品目ＣおよびＤ 
 製品サイズが大きく，ボトルネック工程の加工難易度が高い．もし，この工程に新生産
技術が導入されれば，大幅な作業時間の短縮が期待できる． 
・品目Ｅ 
棒状タイプの端子であり（写真 4.1参照），全品目の中でも最も加
工難易度が高く，製造歩留まりが悪い．一方で，差し込みタイプで着
脱作業が容易であるため，市場ニーズは高く，技術的課題さえクリア
されれば，今後の需要急増が予想される． 
  
Ａ社では，上記３品目に対し，新しい生産技術として第３章で述べた電子ビーム溶接を
限定かつ集中的に導入することを計画している. 電子ビーム溶接は,自動車業界等において
は既に導入済みの技法であるが,圧着端子業界では初の技術開発である． 
次に，Ａ社におけるボトルネック工程への新生産技術導入が，実際にどのように利益貢
献度に影響し，プロダクトミックスの決定に変化をもたらすのかについて，以下に検証す
る．Table4.2は，Ａ社における新生産技術の導入前と導入後の比較において，ボトルネッ
ク工程改善による利益率の向上および利益貢献度への影響を示している． 
 
Table4.2 ： 新技術導入による利益貢献度への影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで注目すべきは，品目Ｅ（棒状端子）である．この品目Ｅは，前述のとおり，加工
難易度が極めて高いため，現時点においては市場に多くは産出されていない．しかし、一
方で、差し込みタイプで着脱作業が容易であるため，市場ニーズは高く，技術的課題さえ
クリアされれば，一般的な端子に比べ、今後の需要急増が予想される（Fig.4.2参照）． 
従来
技法
新技術
導入
予測⑨
順
位
順
位
品目Ａ 5.3% 29.9% 29.9% 3.08 4.91 1 4.91 1
品目Ｂ 5.5% 32.1% 32.1% 1.79 3.16 2 3.16 3
品目Ｃ 3.3% 25.1% 27.6% 0.86 0.71 5 0.78 5
品目Ｄ 1.7% 31.1% 33.9% 3.06 1.65 3 1.80 4
品目Ｅ 1.6% 29.1% 58.2% 3.47 1.59 4 3.18 2
在庫
回転率
Ｃ
売
上
構
成
比
Ａ
利益貢献度Ａ×Ｂ×Ｃ
従
来
技
法
新技術
導入
粗利益率Ｂ
 
 
 
 
写真 4.1 棒状端子 
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   （注）48期を 100とした指数 
Fig.4.2  Ａ社における棒状端子（品目Ｅ）の需要予測 
 
もし、Ａ社において新生産技術が導入されれば，品目Ｅの利益貢献度献度は 1.59→3.18
に向上し，主要５品目のうち第２位にまで躍進する（Table4.2参照）．この事実は，Ａ社
のプロダクトミックス戦略に大きな影響を与えることを意味する． 
 
4.5 プロダクトミックスの再構築による企業戦略 
本章では，多品種少量生産が定着化しつつある現代の中小製造業において，プロダクト
ミックスの戦略決定がどのようになされるかについて，企業の「外部要因」である需要予
測と「内部要因」である新生産技術の導入の２つの側面から考察を行った． 
また，プロダクトミックス決定の判断指標として利益貢献度分析を用い，本研究で提案
する手法について地方の中小製造業の実データを用いて，その結果を定量的に検証した． 
Fig.4.3 は，Ａ社の主要５品目について，新しい需要予測モデルや新生産技術の導入が利益
貢献度にどう関連するかについて，まとめて示している．Ａ社では，新しい需要予測モデ
ルおよび新生産技術の導入が，主要品目の利益貢献度に明確な変化をもたらし，その結果，
プロダクトミックス戦略に大きな影響を与えている． 
つまり，需要予測の精度向上と新生産技術導入を同時並行して推進することにより，従
来は製品群の中で隠れていた品目や将来的に需要増が見込める品目について，プロダクト
ミックス上の位置付けを再構築すべきという，企業戦略上のヒントを示している． 
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Fig.4.3  Ａ社における新しい需要予測モデルと新技術導入による利益貢献度の比較 
（主要５品目） 
 
一般に，製造業において新しい技術が導入されれば，それが企業業績の向上に寄与する
のは当然ともいえる．しかしながら，とくにＡ社に代表される中小製造業においては，大
企業に比べ経営資源が限られているため，最も有効な特定品目に対し，新しい技術を選択
的かつ集中的に投下する必要がある．その場合，市場のニーズが高く，プロダクトミック
ス戦略上の有効性が大であることを定量的に証明したうえで，それを実行することに大き
な意義がある．つまり，Ａ社はこの新しい生産技術の導入により，効果的なプロダクトミ
ックスの戦略決定を行うことが可能となり，利益を拡大させ，最終的には市場において競
争優位を実現できることになる． 
なお，利益貢献度分析は，これまで企業内部の過去の会計データによって計算され，将
来の市場予測との関係性等について考察されるケースはほとんどなかった．また，ビジネ
ス現場においては，利益貢献度分析はこれまではどちらかと言えば製造業よりも卸小売業
での利用が中心であった．しかし，卸小売業とは異なる製造業の特性に着眼し，需要予測
や新生産技術開発との関連性を考慮することにより，利益貢献度分析は製造業においても
最適なプロダクトミックス戦略を導き出す手法であることが，本研究によって示されたと
言える．  
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1.99
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第５章 生産の揺らぎへの対応と 
   ＴＯＣスループット会計 
 
 
前章では，需要予測モデルの精度向上や新生産技術の導入が，生産の揺らぎへの対応策
として有効であるばかりでなく，企業の製品群の中で隠れていた品目や将来的に需要増が
見込める品目を焙り出すという，最適なプロダクトミックス戦略を導き出すプロセスにつ
いて明らかにした． 
本章では，ＴＯＣスループット会計理論の視点から，需要予測モデルの精度向上や新生
産技術の導入などの生産の揺らぎへの対応が，中小製造業にとって，どのようなかたちで
スループットの向上をもたらすかについて考察する． 
 
5.1 ＴＯＣ理論とスループット会計   
1980年代にゴールドラット（Goldratt）博士らによって提唱されたＴＯＣ理論にもと
づくスループット会計は，それまでの原価計算の概念を大きく変貌させた手法として
あまりにも有名である． 
ＴＯＣ（Theory of Constraints）理論では，第３章で述べたとおり，企業を鎖の連鎖
に捉え，企業の業績は目標（ゴール）の達成を妨げる最も強度の弱い環によって決ま
ると考える[25]．ＴＯＣでは，この最も弱い環は制約条件（Constraints）と呼ばれ，企
業の業績を決定づけることから，これを強化・改善しないかぎり企業業績は向上しな
いと考える[26]． 
また，Goldratt (1984)は，「スループットとは，企業が販売を通じてお金を作りだす
速度・割合である（Throughput is the rate at which the system generates money through 
sales. ）」と定義する[32]．さらに，Corbett (1998)は，スループットの計算式を以下
のように記す（訳 p.35）[33]． 
               TP＝P－TVC              (5.1) 
 
 TP：製品 1単位あたりのスループット 
P ：製品 1単位あたりの売り値 
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TVC ：純変動費．製品の販売が増える毎に変化する費用（原材料費のみとする考え
方が一般的である） 
 
5.2 先行研究の課題 
ＴＯＣスループット会計では，上述(5.1)式のように，スループットを定義する．しか
し，純変動費が何を含み，何を含まないかは明確には示されておらず，諸説により解
釈が異なるため，実際に企業において導入する際には戸惑いも散見される． 
Table5.1 は，伝統的な原価計算手法である全部原価計算，直接原価計算とＴＯＣス
ループット会計および本研究における提案手法（後述）の４つの原価計算手法の比較
を示すものだが，本来の計算目的や用途がそれぞれ異なるため，これに伴い計算式，
製造原価に含まれるもの，分析評価指標などがすべて異なる． 
 
Table 5.1 本研究における提案手法と他の原価計算手法との比較  
 
このうち，ＴＯＣスループット会計は「生産のみではなく，適切な販売がなければ
スループットは生まれない」[4]という基本的な考え方から， 
① 全部原価計算とは異なり，「販売結果」を原価計算に反映している 
全部原価計算 直接原価計算 ＴＯＣスループット会計 本研究における提案手法
過去の原価は、
どのようであったか？
将来、いくら売れば良いのか？
現在から将来に向けて
儲け続けるためには？
同左
財務会計
社外向け
営業利益＝売上高－
　　製造原価－一般管理費
利益＝売上高－変動費－固定費 明確な計算式は示されていない 営業粗利益＝売上高－製造原価
製造直接費 ○ ○ ○(一部のみ) ○
材料費 ○ ○ ○ ○
部品費 ○ ○ × ○
外注加工費 ○ ○ × ○
直接労務費 ○ ○ × ○
製造間接費 ○ 原則× × ○
間接材料費 ○ 原則× × ○
製造経費 ○ 原則× × ○
一般管理費を含む
全ての間接費を個別賦課
× ×（考え方そのものを否定）
マンorマシンレートを使い、
製造間接費のみを個別賦課
・製品別の固定費が判明。 ・「販売」が原価計算に反映。 ・「販売」が原価計算に反映。 ・「販売」が原価計算に反映。
・他社との比較も容易。 ・採算性の判断が可能。 ・生産速度が原価計算に反映。 ・間接費の製品別原価計算を加味。
・間接費の製品別賦課計算
　がとても煩雑。
・企業によってルール不統一
　であり、他社比較は不可。
・製品別の在庫量や業務費用の計算
　方法は不明確。
・製品別の固定費は不明。
・日々の生産活動の揺らぎとの関連
　性を明確に示すものではない。
・生産量で原価計算する
　ため、売上に関係なく
　利益が計算される。
会計の分類
公開の対象
計算式
区分
会計計算の目的
製
造
原
価
に
含
ま
れ
る
も
の
管理会計
社内向け
デメリット
(課題)
間接費の製品別賦課
メリット
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② 直接原価計算とは異なり，「利益を生み出す生産のスピード」という概念を原価
計算に取り入れている 
など，それまでの原価計算手法の考え方を大きく変えた，企業活動の実態に即した優
れた原価計算手法である．しかし，一方では， 
① 明確な計算式を示したものではないため，製造業において日々発生する生産活動の 
揺らぎ（変動）をどう反映させるかが，明確でない 
② このため，実際に製造業において導入する際は，計算方法などについてやや戸惑
いが見られる 
③ コストの個別配賦という考え方そのものを否定しているため[34]，製品別の在庫
量や業務費用などを計算する手法は示されていない 
等の課題がある． 
 
5.3 本研究における提案手法 
本研究では，ＴＯＣスループット会計理論ではむしろ否定されている製品別コスト
配賦の考え方を一部取り入れるとともに，製造業における生産の揺らぎに着眼し，Ｔ
ＯＣスループット会計理論にもとづく製品別の原価計算を試みる[41]．つまり， 
① 本研究の考察にもとづき，製造業における生産の揺らぎを「外的」なもの（第２
章）と「内的」なもの（第３章）に分類する． 
② 前者(「外的」な揺らぎ)については， 
・需要予測誤差に伴う余剰在庫や在庫量の変動 
・需要予測の的中率による変動 
 等を考慮した原価計算手法について考察を行う． 
③ また，後者(「内的」な揺らぎ)については， 
・ＤＢＲ理論にもとづくボトルネック工程前のバッファサイズの変動 
・新技術導入による製品別の業務費用等の変動 
等を考慮した原価計算手法について考察を行う． 
これは，ＴＯＣスループット会計理論にもとづく原価計算手法が，今日の多品種少
量生産時代の状況下においても，製造業において有効に個別の製品別に導入・展開さ
れることを狙うものである． 
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5.3.1 需要予測誤差による「外的」な揺らぎとスループット会計 
本研究では，第２章において，精度の高い需要予測の重要性について述べた．しかしな
がら，一方で，製造業の日常の生産現場において需要予測が 100％的中するケースは残念
ながらほとんどない． 
第２章Table2.8（22頁）において，最も優れた結果を示した予測⑨（補正あり）のケ
ースでも平均誤差率は 5.95％であることを勘案すると，製造業にとっては例え需要予測の
的中率に多少のバラツキがあっても，それをある程度は想定した上で，生産計画や在庫管
理に与えるダメージを最小限にとどめる工夫が必要となる． 
一般に，需要予測が外れるケースには，以下の２通りに大別される． 
①予測値＞実績値（予測に反し，販売が不調なケース） 
②予測値＜実績値（予測以上に，販売が好調なケース） 
この２通りのうち，製造業にとってとくにダメージの大きいのは上記①のケースである．
なぜならば，上記②のケースでは，欠品発生によるビジネスチャンスの逸失や取引信頼性
の失墜等のリスクがあるものの，社内の材料在庫に一定の余裕さえあれば，労働時間延長
等による追加生産など社内の自助努力，つまり内部事情のやりくり等で一定程度のリカバ
リーは可能な場合が多い．  
一方，上記①のケースでは，自社のみで直ちに有効な対応策を見出すことは困難なケー
スが多い．なぜならば，その主な発生原因が景気動向や取引先の事情など外部要因に起因
する場合が多いからである．このケースの場合，生産現場においては，作り過ぎによる余
剰在庫の発生や作業員の生産余力が発生する． 
 本研究では，ＴＯＣスループット会計理論にもとづく原価計算を試みる．上記①のよ
うな需要予測誤差は，スループット会計においては，直接材料費，業務費用および在庫量
の計算に影響を与える．つまり，予測値＞実績値となるケースにおいては， 
①余剰生産分の製品に投入された直接材料費 
②     〃         業務費用 
がムダとなり，それが余剰在庫となれば期末在庫量に影響する． 
 また，こうした需要予測誤差よるスループット会計への影響を評価する指標としては，
(5.2)式および以下の指標が挙げられる[35]． 
 
NP＝TP－OE 
                                           ＝S―I―OE                (5.2) 
 
68 
 
 NP：利益，TP：スループット，OE：業務費用，S：売上高，I：投入された材料費 
 
  ・TP/I     ：投入材料あたりの スループット（生産活動のスピードを表す）  
  ・TP/OE ：業務費用あたりのスループット（業務や組織の効率性を表す） 
 
 本研究では，新しい需要予測モデルによる予測の的中率の向上が，上記のそれぞれの指
標にどんな影響をもたらすかについて明らかにする． 
 
5.3.2 限界利益を考慮した「外的」な揺らぎへの対応 
本研究では，さらに上記①のようなケース（予測値＞実績値）において，需要予測が外
れた場合であっても，それを放置するのではなく，「限界利益」という考え方により，最
終的に企業収益が最適となる手法について提案する． 
「限界利益」とは，下記 (5.3)式によって求められるが，もともとは社内の製品別の原価
計算を行う際に使われる会計概念である（スループットの定義に近い）． 
  
         ＬＰ＝Ｓ－ＶＣ             (5.3)             
 
                        ＬＰ：限界利益，Ｓ：売上高，ＶＣ ：変動費 
 
一般に，製造業において，工場内の設備が完全に 100％稼働しているケースはほとんど
なく，多くの場合，その稼働率には余力がある．その理由としては，機械故障時のバック
アップなどリスク回避対策なども挙げられるが，その最も多い理由は需要予測によって立
案した生産計画と実際の生産量のズレ，つまり「需要と供給のミスマッチ」による生産余
力である． 
したがって，製造業にとっては，生産余力がある場合，そのまま自社の工場内の機械設
備を遊ばせておくのか，あるいは従来品より多少利益率の低い製品であっても受注を受け
入れるのかについて，「限界利益」の視点による見極めにより経営判断を迫られるケース
が発生する．さらには，例え「限界利益」が従来よりも多少低くとも，新規取引により他
社シェアを積極的に獲得するケースなど，市場需要と自社生産の動向を見ながら，最終的
的にプラスとなるような戦略を選択するという，いわば「逆転の発想」も必要になる． 
 本研究では，需要予測が外れた場合の対策として，「限界利益」の考え方にもとづき，
追加受注を受諾するか否かの経営判断について提案する． 
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本研究では，以下のフローチャート（Fig.5.1 参照）にもとづき，需要予測の的中率に応
じた以下の４つのケースについてシミュレーションを行い，最終的に企業収益が最適とな
る対策について考察する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5.1 ４つのケースにおけるフローチャート 
 
＜ケース 1＞需要予測が的中した場合（的中率＝100％） 
＜ケース 2＞予測値＞実績値（的中率＝80％）のケースで，生産余力あるが，追加受注を
謝絶する場合 
＜ケース 3＞予測値＞実績値（的中率＝80％）のケースで，生産余力があり，追加受注を
受諾する場合． 
＜ケース 4＞予測値＞実績値（的中率＝80％）のケースで，生産余力があり，新規取引に
よる他社シェア獲得を狙う場合． 
 
5.3.3 バッファコントロールによる「内的」な揺らぎとスループット
会計 
一般に，中小製造業においては， 
① 前日の生産の積み残し 
② ボトルネック工程など工程間の仕掛品 
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③ 不良品発生による製品歩留まりの変動 
④ 特急注文によるリスケジューリング 
など，さまざまな要因によって「内的」な生産の揺らぎが発生する． 
第３章では，これらの「内的」な揺らぎ要因のうち，ＴＯＣ・ＤＢＲ理論の考え方
にもとづき，ボトルネック工程と移動ロットサイズの工夫によるバッファコントロー
ルについて考察した．この場合，生産工程において，ボトルネック工程前にバッファ
を設けることで生産活動における「内的」な揺らぎをコントロールすることは有効で
あるが，だからと言って無制限なバッファは工程間のムダを生み，生産リードタイム
の長期化を招く．したがって，製造業の実際の生産工程においては，このバッファサ
イズの適正なコントロールが不可欠となる． 
 本章では，移動ロットサイズ（次の工程へ 1回に移動するロットサイズ）の工夫に
よるボトルネック工程における加工時間をもとに原価計算を行い，単位時間あたりの
製品１個の利益の変化を明らかにする．その計算式を(5.4)に示す． 
  
NP＝TP×Nbn－FC  
＝TP×P÷LTbn－FC                        (5.4)  
 
NP：単位時間あたりの製品 1個の利益(円) 
TP：製品 1個あたりのスループット(円) 
Nbn：ボトルネック工程における単位時間あたりの生産個数 
FC ：単位時間あたりの固定費（人件費のみ） 
P ：生産個数 
LTbn：ボトルネック工程における加工時間(分) 
 
なお，この場合，Nbnはボトルネック工程における生産性を示すもので，工場全体
の生産性を決定する制約条件となる． 
 
5.3.4 新技術の導入による「内的」な揺らぎとマシンレートによる 
スループット会計 
 生産工程において，新技術の導入・開発が「内的」な生産の揺らぎに大きな影響を
与えることは第３章で述べたが，本章ではマシンレート（機械賃率）を使い，製品別
の原価計算について考察する． 
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一般に，製品の原価集計ルールには，マンレート（人賃率，人手による組み立て工
程が中心の場合）とマシンレート（機械賃率，機械による組み立て工程が中心の場合）
の２通りがあるが，本研究では後者を用いる．マシンレートを用いた製品別の原価計
算は，以下の(5.5)式によって示される． 
 
Ci＝MTi＋OEi 
＝MTi＋MCRi×Ti 
＝MTi＋(TCW＋TCP)÷(Tm×Nmc)×(ATi×Ni) 
 (5.5) 
Ci  ：製品 i の製造原価（１unit あたり） 
MTi：製品 i の原材料費（同） 
OEi：製品 i の業務費用（同） 
MCRi：製品 i のマシンレート（同） 
Ti ：製品 i の加工時間（同） 
TCW ：工場全体の労務費 
TCP：工場全体の製造経費 
Tm ：工場全体の機械１台あたりの年間稼働時間 
Nmc：工場全体の機械台数 
ATi ：製品 i の機械１台あたりの平均加工時間（同） 
Ni  ：製品 i を生産するのに必要な機械台数（同） 
 
前述のとおり，ＴＯＣスループット会計においては，費用の個別賦課という考え方
そのものを否定しているが，現実の企業においては製品によって加工難易度，加工時
間，不良率による製品の歩留まり，新しい生産加工技術の適合度などが異なるのが通
例である． 
例えば，ある製品の不良率が高ければ，その廃棄費用などがムダとなり，(5.2)式で
示した業務費用（OE）が増大する．また，ある特定の製品の加工に有効な新しい生産
技術が開発され，加工作業が迅速化すれば， (5.5)式で示した加工時間（Ti ）が短縮と
なる．つまり，それぞれのケースにおいて，製造原価が変動することらなる． 
本研究では，ボトルネック工程における新技術を導入した場合において，マシンレ
ートによる原価計算の比較シミュレーションを行う． 
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5.4 企業実データによる結果の検証 
5.4.1 需要予測の精度向上によるスループット会計への影響 
本研究では，Ａ社の実データを使い，結果を検証する[41]．Ａ社の売上上位 20品目の
一定期間（2010年 11月～11年 4月）における需要予測の的中率は，従来手法による需要
予測の場合，正規分布の±2σ（94.45％～104.55％）から外れるケースが全体の 50.8％で
ある(Fig. 5.2 参照)． 
  
 
 
 
 
 
Fig. 5.2 Ａ社における需要予測の的中率のバラツキ 
 
このうち，需要予測の的中率が 85％，95％および 100％の３つのケースについて，上記
(5.2)式の TP/I，TP/OEを比較シミュレーションした結果をFig. 5.3 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5.3 Ａ社における需要予測誤差による比較シミュレーション 
 
 このとき，TP/I，TP/OEはそれぞれ以下を表す． 
  ・TP/I     ：投入材料あたりの スループット（生産活動のスピードを表す）  
  ・TP/OE ：業務費用あたりのスループット（業務や組織の効率性を表す） 
 
0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
製品Ａ 製品Ｃ 製品Ａ 製品Ｃ
TP/I TP/OE
1.26
0.62
1.83
1.511.41
0.70
2.05
1.68
1.49
0.73
2.16
1.77
的中率85% 的中率95% 的中率100%
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 Fig. 5.3 において，製品ＡおよびＣは，いずれも売上上位５品目に含まれるが，両品目
ともに需要予測の的中率が向上するのに伴い，TP/Iおよび TP/OEが向上している． 
これは，需要予測の的中率のバラツキという「外的」な生産の揺らぎへの適切な対応が，
スループット会計における生産活動のスピードや業務・組織の効率性に影響を与えている
証左である．つまり，外的な要因である需要予測の的中率を向上させることができれば，
より多くのスループットを生みだすことが可能となる． 
 
5.4.2 限界利益の考慮によるスループット会計への影響 
 Ａ社の実データを使い，Fig.5.1（69頁）で示した４つのケースについて，結果を検証す
る．Ａ社の生産工程（概略図）はFig.5.4のとおりであり，可否判断の前提条件は，以下の
とおりである． 
 
 
 
 
 
Fig.5.4 Ａ社の生産工程（概略図） 
 
＜可否判断の前提条件＞ 
(1) 製品Ａ１個あたりの売価，生産コストおよび 1,000個あたりの各工程の生産時間等に 
 ついては，Table 5.2 のとおりである． 
 
Table5.2  可否判断の前提条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
売価 3,500 円
変動費(原材料費) 2,000 円
固定費 1,300 円
営業利益 200 円
プレス工程 24 秒
脱脂工程 60 秒
ろう付け工程 40 秒
メッキ工程 72 秒
検査・計量工程
製品Ａ
1個あたり
需要予測的中率100％の場合の
生産個数
500 千個
製品Ａ
1000個あたり
生産時間
考慮しない
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(2) 営業利益＝売価－変動費（原材料費）－固定費．限界利益＝売価－変動費（原材料費） 
とする． 
(3) Ａ社に生産余力がある場合において，売価 3,200円（営業利益は単純計算で▲100円）
で 100千個の追加受注の申し出があり，受諾 or謝絶について経営判断するものとする．  
この場合，従来価格より低価格で受注することによる既存取引先への影響等については
考慮しない．  
(4) Ａ社に生産余力がある場合において，Ａ社の新製品（戦略製品，売価 3,750 円）を新
規取引先に売り込み，他社シェアを奪取するケースについても試算する． 
(5) 生産時間は従来製品，追加受注製品，新製品すべて同一とする． 
(6) 固定費 650千円（@1,300円×500千個）は，すべてのケースにおいて不変とする． 
(7) 追加受注受諾，新製品を追加生産する場合でも，生産時間合計は当初（ケース１）の
総生産時間を上限とする． 
上記４つのケースのシミュレーション結果は，Table5.3 のとおりである． 
 
Table5.3  ４つのケースのシミュレーション結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般に，製造業において，需要予測が外れ，予測値＞実績値のケースとなる場合では，
多くの場合，生産余力を生じている．この場合，これをそのまま放置すれば（＜ケース２
＞），生産稼働率の低下により，営業利益は▲50千円となる． 
しかし，例え従来売価を下回る追加受注であっても，限界利益＞0 となるケース（＜ケ
ース３＞）では，総生産時間の上限範囲内の条件下においても営業利益は 70千円となり，
ケース１ ケース２ ケース３ ケース４
100% 80% 80% 80%
従来品 500 400 400 400
追加受注 － － 100 －
新製品 － － － 100
計 500 400 500 500
1,500 1,500 1,200 1,750
プレス 200 160 200 200
脱脂 500 400 500 500
ろう付け 333 267 333 333
メッキ 600 480 600 600
計 1,633 1,307 1,633 1,633
1,750 1,400 1,720 1,775
1,000 800 1,000 1,000
750 600 720 775
650 650 650 650
100 ▲ 50 70 125営業利益
需要予測の的中率
生産個数
（千個）
限界利益（千個）
工程別
生産時間
（秒/千個）
企
業
利
益
（
千
円
）
売上高
原材料費
限界利益
固定費
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需要予測的中率が 100％の場合（＜ケース１＞）に近づく結果となる． 
さらに，生産余力を新規先開拓のチャンスと捉え，積極的な営業活動を行うなどの企業
努力を行えば，営業利益は 125 千円となり，企業利益の向上とともに市場シェア拡大に発
展する結果となる（＜ケース４＞）． 
 すなわち，製造業においては，例え需要予測が外れた場合であっても，それを放置する
のではなく，限界利益の考え方により，生産余力の範囲内で最終的に企業利益が最適とな
る戦略を講ずることが有効であるといえる． 
一般に，製造業においては，採算管理の観点から限界利益を用いること自体は以前から
行われていた．しかし，限界利益は，単に会計上の採算管理の観点のみでなく，需要予測
の的中率のバラツキや自社の工程フローによる生産能力など，企業スループットの向上の
視点から総合的かつ戦略的に活用されるべきと言える． 
 
5.4.3 バッファサイズコントロールによるスループット会計への影響 
Ａ社の生産工程において，バッファサイズのコントロールによる生産リードタイムへ
の影響について，一般的なモデルケースは Fig. 5.5 のとおりである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5.5 バッファサイズのコントロールによる生産リードタイムへの影響（前掲） 
 
 Fig. 5.5 によれば，ある製品を 9,000個生産する場合において，一度に加工するロッ
トサイズが 3,000 個であっても，次の工程へ 1回に移動するロットサイズ（移動ロッ
トサイズ）をその 1/2の 1,500個とする（1,500 個の加工を終えた段階で次工程へ流
す）ことにより，生産リードダイムは 5時間→4時間に短縮される ． 
 上記のケースについて，ボトルネック工程の加工時間をもとに，単位時間あたりの
製品１個の利益を(5.3)式を用いて計算し，結果を検証する．このケースにおける前提
プレス
ろう付け
めっき
プレス A11 A12 A21 A22 A31 A32
ろう付け A11 A12 A21 A22 A31 A32
めっき A11 A12 A21 A22 A31 A32
1,500個
A1 A2
3,000個
A3
4h 5h
時間
A1 A2 A3
A1 A2 A3
ロットサイズ 工程
1h 2h 3h
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条件および結果は，Table 5.4 のとおりである．移動ロットサイズを 3,000 個→1,500
個とすることで，単位時間あたりの製品 1個の利益は 332円→402 円と増加する． 
 つまり，バッファサイズ（この場合は，移動ロットサイズ）を適正にコントロールす
ることで，生産リードダイムの短縮やそれに伴う製品利益の向上をもたらすことが証明
されたと言える． 
Table 5.4  前提条件と検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.4.4 新技術の導入とマシンレートによるスループット会計への影響 
Table 5.5 は，Ａ社における売上上位５品目の生産状況を示すものである．このうち，
製品Ｃは，加工難易度が高く，合計作業時間は標準品の約 11 倍という課題を抱えてい
た． 
Table 5.5 Ａ社の売上上位５品目の生産状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (注)製品 1 個あたりの数値．秘密保持のため，Ａ社の実データを一部加工． 
 
Ａ社では，この課題を解決するため，今回，製品Ｃのろう付け工程（ボトルネック
工程）において新技術の導入を検討している．この新技術導入により， 
業務
費用
機械
台数
BN
工程
BN
以外
計
Mti OE Nmc Tm MCR Ti Ci
円 台 千秒 円/秒 円 ％
製品Ａ 0.8 307 1.84 0.9 0.9 1.8 4.1 2.0%
製品Ｂ 0.6 318 1.90 0.9 0.9 1.8 4.0 1.9%
製品Ｃ 98.0 374 2.23 9.6 10.6 20.2 143.1 12.4%
製品Ｄ 27.0 370 2.21 2.6 2.8 5.4 38.9 7.2%
製品Ｅ 12.0 367 2.19 1.9 2.0 3.9 20.6 4.7%
1単位
あたり
原価
不良
率
マシン
レート
秒
加工時間
55 3,042
1台あた
り年間
平均稼
働時間
工場全体
1単位
あたり
材料費
百万円
3,000個 1,500個
NP 単位時間あたりの製品１個の利益 332円 402円
TP 製品１個あたりのスループット
P 生産個数
LTbn ボトルネック工程における加工時間 40時間 33.3時間
Nbn ボトルネック工程における単位時間あたりの生産個数 5個 6個
FC 単位時間あたりの固定費（人件費のみ） 18円
記号 内容
移動ロットサイズ
70円
12,000個
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① 不良率が 12.4％→5％に低減 
② ボトルネック工程における製品１単位あたりの作業時間が 9.6 秒→3秒に短縮 
の２つのケースについて，マシンレートを用いた原価計算シミュレーションによる比
較を試みる．Ａ社のボトルネック工程における新技術導入による比較シミュレーショ
ン結果は，Table 5.6 のとおりである． 
 
Table 5.6 マシンレートを用いた原価計算シミュレーション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
製品Ｃの１単位あたりの製造原価は， 
① 不良率の低下が業務費用およびマシンレートの削減につながり，製造原価は 143.1
円→142 円にコストダウン 
② ボトルネック工程における加工時間の削減により，製造原価は 143.1円→128.4 円
にコストダウン 
という結果となる． 
 これは，新技術導入がＴＯＣスループット会計において，製品Ｃの業務費用とスル
ープット産出のスピード向上に寄与していることを示している． 
Ａ社では，今回の新技術導入を当面は加工難易度が高い製品Ｃに集中導入する予定
であり，ＴＯＣスループット会計においても製品別の業務費用や加工時間を考慮した
原価計算を行うことは価値があると言える． 
％ 秒 百万円 円/秒 円 ％ 秒 百万円 円/秒 円 ％ 秒 百万円 円/秒 円
製品Ａ 2.0% 0.9 307 1.836 4.1 2.0% 0.9 307 1.836 4.1 2.0% 0.9 307 1.836 4.1
製品Ｂ 1.9% 0.9 318 1.901 4.0 1.9% 0.9 318 1.901 4.0 1.9% 0.9 318 1.901 4.0
製品Ｃ 12.4% 9.6 374 2.233 143.1 5.0% 9.6 373 2.229 142.0 12.4% 3.0 374 2.233 128.4
製品Ｄ 7.2% 2.6 370 2.212 38.9 7.2% 2.6 370 2.212 38.9 7.2% 2.6 370 2.212 38.9
製品Ｅ 4.7% 1.9 367 2.195 20.6 4.7% 1.9 367 2.195 20.6 4.7% 1.9 367 2.195 20.6
B
N
工
程
加
工
時
間
マ
シ
ン
レ
ー
ト
マ
シ
ン
レ
ー
ト
マ
シ
ン
レ
ー
ト
業務
費用
業務
費用
業務
費用
①不良率12.4%→5.0%
不
良
率
1
単
位
あ
た
り
原
価
②BN工程9.6秒→3.0秒
BN
工程
加工
時間
不
良
率
1
単
位
あ
た
り
原
価
B
N
工
程
加
工
時
間
不
良
率
1
単
位
あ
た
り
原
価
現状
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第６章 総括および結論 
 
本研究では，生産拠点と販売市場が遠離する地方の中小製造業の視点に立ち，それらが
日常的に抱える「生産の揺らぎ」にフォーカスするとともに，その対応によって生ずるＴ
ＯＣ理論による企業スループットの変化等について論じた．なぜなら，わが国の企業の
99.7％は経営資源（ヒト，モノ，カネ）の少ない中小企業であり，その多くは地方に立地
するからである．地方の中小製造業は，取引先の大企業が位置する大都市圏の市場・景気
動向など，自社ではコントロールできない「揺らぎ」を抱えながら日々生産活動に従事し
ている. 
第１章では，本研究の背景，先行研究の課題および本構成の構成について述べた．とく
に， 
(1) 「生産の揺らぎ」は，自社ではコントロールできない「外的」な揺らぎと自社でコン
トロール可能な「内的」な揺らぎに大別されること， 
(2) 本研究においては，様々な種類の「生産の揺らぎ」のうち，需要予測，ボトルネック
工程，新技術の導入など，その代表的なものを取り上げていること， 
(3) 本論文の第２章および第３章において，「外的」な揺らぎと「内的」な揺らぎを，さ
らに既存製品を生産する場合と新製品を開発する場合に分け，計４通りのケースについ
て考察していること， 
(4) 本論文で述べる全ての新しい手法や提案について，鳥取県内に実在する中小製造業２
社の実データを用い，その結果を検証していること 
の４点について述べた．  
 第２章第１節では，「外的」な生産の揺らぎのうち，既存製品を生産する場合について
考察した．とくに，本節では「外的」な生産の揺らぎの代表例である需要予測について，
これまでにない新しい需要予測モデルを開発・提案した．この新しい需要予測モデルは，
ＧＰの手法を用いるとともに，以下の様ないくつかのこれまでない特徴を有する． 
(1) 地方の中小製造業の生産財マーケティング手法が，一般的な消費財マーケティング手
法と大きく異なる点に着眼し，取引先の大企業の動向を日々肌で感じている大都市圏の
営業部員の経験的暗黙知をデルファイ法の手法により抽出し，決定変数として使用． 
(2) 大企業が重視するマクロ経済指標のうち，本研究において事業関連性の高い景気動向
指数を決定変数として使用． 
(3) 価格改定による駆け込み需要など突発的な需要変動に対しては，ファジィ推論により
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補正． 
また，この需要予測モデルは，従来手法に比較し，①予測精度が大幅に向上（正確性）， 
②決定変数となるデータ等は容易に入手可能（簡易性），③利用者にとって使用するデー
タや判断材料が社員にとって合理的（納得性）など，需要予測モデルに必要とされる複数
の評価基準を充たしており，地方の中小製造業にとっては実用性の高い予測が可能となっ
た． 
 第２章第２節では，「外的」な生産の揺らぎのうち，新製品を開発する場合について考
察した．新製品の場合，｢揺らぎ｣を抑えるためには，いかに市場ニーズに適合し，かつ技
術優位性が高いかという点が重要なポイントとなるが，本節では技術品質と市場品質のマ
ッチング性を判定する代表的な手法であるＱＦＤ（品質機能展開）に着眼し，独自の手法
による複数の提案を試みた．ＱＦＤは，国内外の多くの企業において使用される一方で，
これまで弱点と指摘されてきた複数の課題があったが，本研究ではこれらの課題に対し，
(1) 「時間軸」の視点を加え，変遷する市場ニーズを点数化， 
(2) 中小製造業が市場優位性を確保するための「武器」となる知的財産権（特許権など）
の出願戦略を考慮し，ＱＦＤ分析表に表示， 
(3) 指数法則にもとづく３段階評価の点数配分ルールを提案， 
(4) デルファイ法の手法により，採点における客観性を向上 
など，独自の解決策を提案した．さらに，これらの分析結果を踏まえ，バランススコアカ 
ードの手法による実在企業の戦略ロードマップを作成し，その効果を検証した．以上の新 
しい試みにより，新製品開発における標的市場別の技術経営戦略の方向性，知財戦略との 
関連性および今後の技術強化ポイント等が明確化され，結果として「外的」な生産の揺ら 
ぎを最小限にとどめることが検証された． 
第３章第１節では，「内的」な生産の揺らぎのうち，既存製品を生産する場合について
取り上げ，ＴＯＣ理論およびＤＢＲ理論にもとづき，ボトルネック工程におけるバッファ
コントロールおよび移動ロットサイズによるバッファコントロールについて考察した．具
体的には，ボトルネック工程の前にバッファを設ける効果を視覚的にわかりやすくするた
め，ペトリネットの手法を用い，図式化した．ボトルネック工程の前にバッファを設ける
こと自体は従来手法であるが，ＤＢＲ理論にもとづき，これを視覚的にわかりやすく表現
する手法はこれまでになかった．また，移動ロットサイズを小さくする（小分けにする）
ことによる生産リードタイム（総生産時間）の短縮化効果についても，ＤＢＲ理論にもと
づく検証を行った． 
 第３章第２節では，「内的」な生産の揺らぎのうち，新製品を生産する場合について取
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り上げ，業界初となる新技術（例：電子ビーム溶接）が「内的」な揺らぎに与える効果に
ついて考察した．中小製造業にとって，新技術の導入は大きな効果をもたらす反面，その
コストは高く，導入をためらうケースも多い．本研究では，需要予測により今後の市場拡
大は見込めるものの，加工難易度が高く，製品歩留まりが低い特定の品目を取り上げ，新
技術をその品目へ集中投下することで，製品の技術品質，生産時間（納期）の短縮および
企業利益（またはスループット）の向上を図る新しい手法を明らかにした． 
 第４章では，第２章および第３章において論じた新たな手法と提案が，中小製造業のプ
ロダクトミックス戦略の決定にどのような影響を及ぼすのかについて明らかにするととも
に，利益貢献度分析の手法を用い，その決定を支援する新たな手法を提案した．市場ニー
ズが多様化する状況下，地方の中小製造業においては多品種少量生産が恒常化しているが，
本章では実在企業が製造する主要５品目について， 
(1) これまでにない新しい需要予測モデルの開発， 
(2) 高い需要ニーズは見込めるが，加工難易度が高く，製品歩留まりが低い品目に対し，
そのボトルネック工程へ業界初となる新技術の集中導入 
という生産の「揺らぎ」を抑える新たな２つの提案手法について，利益貢献度分析の手法 
を用い，新手法の導入前と導入後をによって比較した．その結果，これまで利益貢献度が 
高くなく，言わば隠れていた特定品目の利益貢献度が順位を上げ，クローズアップされる 
効果が明らかになった．つまり，本研究の提案手法が，生産の「揺らぎ」を抑える効果だ 
けでなく，中小製造業のプロダクトミックス戦略の再構築の必要性を顕在化させる効果を 
も持つことが検証された． 
 第５章では，ＴＯＣスループット会計理論の視点から，第２章から第４章までに論じた
新たな手法や提案が，中小製造業のＴＯＣ理論にもとづく企業スループット（販売を通じ
てキャッシュを生み出す速度・割合）にどのように寄与するのかについて考察した．とく
に，従来の代表的な原価計算手法とＴＯＣスループット会計を比較し，マシンレート（機
械賃率）を用いた独自の原価計算手法を提案した．さらに，この独自の原価計算手法を用
い，「外的」な揺らぎに対する限界利益の手法を用いた新たな対応策や，「内的」な揺ら
ぎに対するバッファコントロールおよび新技術の導入による対応策について論じ，これま
で論じた本研究の様々な提案手法が，生産の「揺らぎ」を最小限に抑えるとともに，中小
製造業のスループット向上に大きく貢献することを明らかにした． 
 
 以上のとおり，地方の中小製造業には日々様々な生産の「揺らぎ」が生ずるが，本論文
ではそれぞれ有効な対応策（技術経営戦略）を講ずることで，「揺らぎ」によるダメージ
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を最小限に抑えるとともに強い市場競争力を発揮できることを明らかにし，実在企業の実
データを用いてその有効性を検証した． 
 なお，本研究において検証した実在企業２社は，ともに電機および電子部品製造という
業種であった．今後の研究課題としては，他業種企業の実データ等での検証が挙げられる．
また，生産の「揺らぎ」についても，本研究で取り上げた「揺らぎ」以外の項目について
の考察が今後の研究課題である． 
アジア諸国等への生産拠点の移転が加速する状況下，地方の中小製造業は日常的な生産
の「揺らぎ」を抱えなから，生き残りを賭け，様々な工夫を重ねている． 
本研究が，こうした地方の中小製造業の技術経営戦略の構築に，少しでも寄与できれば
有り難い． 
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注 
 
[1] 「デルファイ法」は，技術革新や社会変動など未来予測を行う定性調査によ
く用いられる．意見の集約は中央値／四分位範囲を使うことが多い． 
 
[2] 「営業秘密」として保護していた技術を他社が特許として取得してしまう可能
はある．そのような場合に備え，他社の出願前からその技術を実施もしくはその
準備をしていたことを証明できる資料を残すことが必要となる．これを「先使用
権の確保」といい，多くの場合，公証人役場で確定日付を取得することで，先使
用権を確保するのが一般的である．ただし，この先使用権は，日本国内のみにし
か通用しない[18]． 
 
[3] 「早期審査制度」は，特許の審査の着手から終了までを通常の出願よりかなり
早期（平均数カ月程度）に受けることができる制度である．ただし，出願件数の
多いわが国においては，多くの出願者が早期の審査を望んでいることから，その
発明を実施または予定しているもの，出願人の全部または一部が中小企業または
個人であるものなど，いくつかの要件を満たす必要がある．また，当然ながら，
早期に権利化できる可能性とともに，早期に拒絶査定が確定しまうというリスク
もある． 
 
[4] 「国内優先権主張」とは，日本国内において，先に特許出願したものに新たな
内容を改良・付加して出願した場合，最初の出願日を基準に要件審査を受ける権
利のこと．ただし，先の出願日より１年以内に行う必要がある． 
 
[5] 「評価の中心化傾向」とは，アンケート調査や人事評価等において，例えば５
段階評価の場合，真ん中の「３（普通）」が多く選択されてしまうことをいう．背
景には，人間の心理があるとされ，評価者が陥りやすい過ちのひとつとされる． 
 
[6] Ｂ社への支援活動は，中国経済産業局「中国地域中小企業知財戦略支援モデル
調査事業」(2008～2010 年度)の一環として実施したものである． 
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